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総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 

新エネルギー小委員会（第８回） 

 

日時 平成26年12月18日（木）９：01～12：11 

場所 経済産業省 本館地下２階 講堂 

議題 

（１）系統ワーキンググループにおける算定結果について 

（２）新たな出力制御システムの活用によるバランスの取れた再生可能エネルギーの導入につい

て 

（３）固定価格買取制度の運用改善について 

 

１．開会 

 

○山地委員長 

 ちょっとスタートがおくれましたけれども、第８回になりますが、新エネルギー小委員会を開

催させていただきます。 

 朝早くからお集まりいただき、ありがとうございます。 

 まずは、事務局から資料の確認をお願いいたします。 

○松山新エネルギー対策課長 

 おはようございます。第８回になりましたけれども、新エネルギー小委員会でございますが、

資料をご確認いただきますと、お手元に議事次第、委員等名簿、座席表のほかに、資料１、２、

３と３種類の資料があるかと思います。また、本日ご欠席の工藤広委員から議事に関します意見

書を頂戴しておりますので、あわせてお手元に配付してございます。もし乱丁・落丁等ございま

したら、事務局にお知らせいただければと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 委員からの意見は、工藤稚内市長さんだけでなくて、ほかの方からも、清水委員と小野委員か

らいただいております。先ほどちょっと話があったのですが、その委員意見は、会場では配られ

ているようですけれども、ウェブに出ていない。委員意見のときは委員の発言は限られているの

で、補足的な意味で提出いただいているので、今後ウェブにも載せるという事務局の対応をする

ということでございますので、よろしくお願いいたします。 
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２．議事 

（１）系統ワーキンググループにおける算定結果について 

 

○山地委員長 

 それでは早速、議事に入りたいと思います。 

 きょうは、資料１で、お隣に系統ワーキンググループの荻本座長にもご出席いただいています

けれども、まず系統ワーキンググループの算定結果についてご報告いただき、そこで一旦議論を、

質疑をしたいと思います。それから資料２と３、これは当面の運用改善ということでございます

が、そこについてまた説明があって議論するという進め方をしたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 それでは、最初の議題の系統ワーキンググループにおける算定結果、暫定でございますが、事

務局から資料１に基づいて説明をお願いします。 

 プレスの方はここまでということでございますので、よろしくお願いします。傍聴はもちろん

可能ですから、その場合には座席に着いていただければと思います。 

 それでは、説明をお願いいたします。 

○江澤新エネルギー対策課調整官 

 資源エネルギー庁、江澤でございます。一昨日、系統ワーキンググループにおいて、電力各社

から報告がなされ、検証が行われた試算結果を当省で取りまとめて、資料に基づきご説明したい

と思います。 

○山地委員長 

 ちょっと待ってください。先ほど申し上げたように、カメラ撮影はここまでということでござ

いますので、よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○江澤新エネルギー対策課調整官 

 ワーキンググループは、荻本座長以下、松村委員、馬場委員、岩船委員、大山委員にご参加い

ただいておりまして、本日、大山委員以外の４名の委員の方にご出席いただいております。 

 算定結果ということで、まず算定の方法、それから前提条件、算定の結果、その後の接続可能

量の拡大方策と拡大量といった形で簡単にご説明したいと思います。 

 めくっていただいて、２ページをごらんください。これまでの系統ＷＧでの議論を踏まえたと

いうことで、算定の方法についてご説明いたします。まず、左下に需要というのがありまして、
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これは赤い線に該当する部分で、波線でございます。この需要については、2013年の各社の需要

実績に太陽光発電の自家消費分が実は含まれていまして、これを考慮して、これを足し上げた形

で実需要というので用いております。最低需要という言葉が何回か出てくるのですけれども、こ

れは４月、５月、こちらは非常に需要の低い月でございまして、ゴールデンウィークを除いた晴

天日の昼間の太陽光発電の出力の多い時間帯の需要のことをいいます。大体５月の日曜日がこの

ような日に該当します。それで、この需要にあわせて発電を調整する必要があるという状況でご

ざいます。 

 この需要に対して原子力、地熱、水力といった発電所、Ｂのところですけれども、こういった

出力を震災前30年間の設備平均利用率を用いて評価しております。この地熱、小水力、バイオマ

スについては、導入が見込まれる案件を折り込んだ形となっています。こうしたものが図の中の

Ｂのベースに入っている形となっております。 

 次にＣでございますけれども、火力発電については、再エネ特措法のルールを前提として、安

定供給上必要な最下限まで抑制または発電ユニットそのものを停止して、可能な限り経済的な運

転をするという形になっております。図中のＣの最低限必要な火力の出力をここに載せてありま

すけれども、次のＤの再エネ出力にあわせて火力発電の出力は変動するという形をとっておりま

す。それで、太陽光・風力発電ですけれども、Ｄの部分でございます。ここは変動するのですけ

れども、図上はしっかり推計した形で発電しているのですが、これが合成２σの太陽光と風力が

大きな出力を発生した場合を想定しています。これは、発電の量が少ない日が曇った日とか雨の

日でございまして、そういったものを考慮した形となっております。 

 次に、こういった発電が起こるわけですけれども、揚水式の水力というのがございまして、こ

の揚水式水力については、再エネの電気が余ったときに、揚水運転ということで水を揚げる運転

をいたします。それで再エネを受け入れるために最大限活用することとしております。その次に、

これでも足りない場合には、それでも電気が余ってしまう場合には、Ｆの出力抑制をかけまして、

年間30日までの現行のルールでございます出力抑制による需給調整を織り込んで接続可能量を算

定しています。 

 算定方式なんですけれども、再エネの量を少しずつふやしてみてシミュレーションをして、最

終的に年間の出力抑制、制御が30日におさまるところを接続可能量の最大値と置いております。

各社でこのような分析を１年間、実際には8,760時間、24時間掛ける365でございますけれども、

シミュレーションをした結果が、算定された接続可能量ということになっております。 

 めくっていただいて３ページ、こちらはデュレーションカーブというものでございまして、需

要を延べ日数で模式的に、需要が多い日から少ない日まで左から右に並べたものでございます。
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最初に原子力・地熱・水力・火力の最低出力というのが下にＡとして入ってきまして、その上に

太陽光と風力といったものの出力が、太陽光・風力の合成２σ出力というのが乗ってきます。そ

れに対しては需要の赤い線がございまして、この出力分でＢとかＣといった部分が太陽光や風力

発電の余剰電力という形になりまして、この余剰電力が発生した場合に、まずＢの揚水運転を行

い、その後出力抑制を行うという形で、このＢをやってＣをやるのですけれども、そのＣの面積

が年間30日に達するまで、再エネ電気の出力抑制の日数が30日に達するまで太陽光発電・風力発

電を受け入れることとしてふやしてきたという、先ほどのものをちょっと別の形で説明した図に

なります。 

 めくっていただいて４ページ、これは前提条件でございますので、ここでの説明は省略したい

と思います。 

 それで、この前提条件のもとで、各電源がどのように発電したかというのが６ページ以降でご

ざいまして、６ページをお開きいただければと思います。まず、水力発電なのですけれども、実

はこれは沖縄電力の管内にはないわけですけれども、一般水力については、震災前30年間の平均

の稼働率、これは平水といいまして、雨が多く降るときは放水とか、逆のことは渇水というので

すけれども、平均的なものをもとに、太陽光の出力は大きいのだけれども、電力需要の少ない、

需給調整が厳しい４月または５月の出力を記載しております。 

 それで、多少出力の調整が可能な調整池水力・貯水池水力については、次のページをちょっと

先に見ていただければと思うのですけれども、７ページで、水力発電は大体３種類ぐらい分類す

るとございまして、これプラス揚水発電ということになるのですけれども、流れ込み式水力とい

うのは、河川の流れる水をためることなくそのまま発電する方式でございまして、基本的に出力

の調整が難しいものでございます。調整池式、貯水池式、これは池の容量がどれだけ大きいかと

いうことでございますけれども、貯水池式については、もちろんかなり調整できて、とめること

は可能ですけれども、調整池式については、夜間や週末の電力需要の少ないときに少し発電を控

えるといったことが可能でございまして、こういったことを考慮したというシミュレーションを

しております。 

 その結果が、戻っていただいて６ページの表のとおりなのですけれども、上に出力の最小値、

下に設備容量という形で評価しております。この出力の評価、例えば北海道であれば78.2といっ

た部分が、一体昼間の先ほどの最低需要にどれぐらいの割合で占めるのかといったことをここで

は並べて比較しております。25.4％ということでございまして、傾向的には北海道、東北、北陸、

これは春期の融雪―雪解け水が非常に多いので、高出力になる傾向が見られまして、北海道、

東北、北陸の３カ所は特に水力発電の春先の出力が大きいという傾向がございました。特に大き
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いのは北陸でございまして、需要の49.6％がこのタイミングでは５月12～13日という、これは日

曜日ですけれども、この断面では大体５割ぐらいが水力であったということでございます。 

 めくっていただきまして８ページをごらんください。地熱でございます。地熱は、北海道、東

北、九州にございます。これも震災前30年間の平均設備利用率に基づいて評価しております。東

北については2.5％、九州については2.4％が、昼間の最低負荷、需要に占める割合ということで

ございます。 

 それからバイオマスについても同様の計算なのですけれども、９ページをごらんください。バ

イオマスについては、過去の実績を踏まえて出力を評価しております。バイオマスについては、

30年間というよりも、最近立ち上がったものが多うございますので、５年程度の平均の数字を使

っております。その平均の数字を今後導入が見込まれるものも含んで、例えばこれが一番大きい

のは中国電力なのですけれども、設備利用率として52.5％というのが平均的なこの管内でのバイ

オマスの利用率でしたので、これを設備容量に掛けて51万キロワットという数字を出し、それが

需要に占める割合として9.2％といった試算でございます。 

 10ページでございます。原子力についても、震災前過去30年間の平均稼働率により出力を評価

しております。ごらんいただくと、北海道、それから四国、九州といったところが50％を超える

非常に高い割合を占めているということでございます。 

 次に11ページをごらんください。火力発電の供給力をどのように算出したかということでござ

います。火力発電については、ＬＦＣ―Load Frequency Controlといって、周波数調整力の

確保とか、それから需要は１日の中で変化しますので、ピーク時間帯に需要に対応できることを

前提に、最大限、太陽光や風力の出力の非常に大きいときは抑制するということで算定しており

ます。それで、ごらんいただくと、まず昼間の最低負荷で見込んだ出力ということ、下が設備容

量で、上側が見込んだ出力なのですけれども、石油、ＬＮＧ、石炭という、それぞれのユニット

ごとというか、種別に出力を書いております。それで、特に下のほうのところを見ていくと、昼

間最低負荷に占める割合のところで、四国、九州といったところは、ほかの電力に比べて１割程

度ということで、非常に少ない割合まで出力を落としているということでございます。逆に、原

子力・地熱・水力のない沖縄については、68.5％という形で、火力の割合が非常に高くなってい

るということでございます。 

 それから、もう一つ特徴的なのは、東北と九州の昼間の最低負荷時に見込んだ出力というとこ

ろをごらんいただくと、東北についてはＬＮＧしか動いていない、九州についてもＬＮＧがほと

んどの割合を占めるということで92.4と見込んだ出力のうちＬＮＧが72.9万キロワットを占める

ということに当たっています。こういったことは、■の２番目ですけれども、結果として、経済
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面で有利な石炭火力発電の抑制が大量に発生して、経済的・効率的な電源運用の利用の観点から

は課題が見られることになったということでございます。 

 それで、次のページをごらんください。12ページでございます。揚水動力でございます。揚水

で発電することではなくて、再エネが余ったときにこの動力で揚水の水を揚げることによって再

エネの出力を吸収するということでございます。これは、揚水については、定期点検、それから

事故時の対応を想定して、定期点検といいましても大体８カ月ぐらい続くということでございま

して、必要な最低台数１台は予備電源として確保しているという形をとっております。それで、

キロワット―揚水動力として足りるのか、それから蓄電容量として池がいっぱいになったり

しないのかということ、それから１週間運用してみて、ちゃんと放水ができるのかといったこと

を確認して、再エネが余剰電力を吸収するために最大限活用することを前提として計算しており

ます。揚水が特に多いのは中国と九州といったところでございまして、この系統ワーキングの対

象となった７社の中では、中国電力の揚水動力が171万キロワットであるとか、九州が219万キロ

ワットであるといったところが、特に揚水の容量の多い地域ではございました。 

 こういったことを踏まえて、接続可能量の算定結果というのが次のページ以降でございまして、

14ページをごらんいただければと思います。14ページは太陽光発電の接続可能量といったことで、

14ページと15ページで似たような表がございます。こちらは風力発電については各社が見込んで

いる導入見込量で分析するケース、それから風力の接続可能量といって、各社が設定している、

ここまで風力発電は接続が可能なのだという２つのケースで分析しています。 

 これらは基本的に同じような表でございますけれども、15ページを開いていただければと思い

ます。２ケースの分析なのですが、太陽光と風力を各電力会社の管内で、現状の立地地点がござ

います。太陽光と風力は立地している地点、そこに同じ比率で導入が進むと想定して、そこに気

象庁のデータベースとか、それから気象庁の日照量のデータとか、風力についてはオンラインで

情報をとっていますので、そういった発電の実績情報から同じような比例的に入っていって、そ

れが実績データと同じように発電するのだということでシミュレーションを置いております。こ

の結果、後で別途配っている九州電力の資料を見ていただくと非常にわかりやすいのですけれど

も、こういった分析をした結果、太陽光発電の接続可能量について、風力についてはいずれかの

値ということで、こちらを固定値としまして、太陽光発電の接続可能量Ｂのところを計算した結

果でございます。九州電力のところをごらんください。風力の接続可能量は、九州電力は100万

キロワットと設定しています。それに対して太陽光発電は817万キロワットまで入るという試算

の結果、先ほどのプロセスを経て得られた結果が817ということでございます。こちらを九州電

力は説明し、一昨日のワーキングでそれをご検証いただいたということでございます。これを各
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電力で比較するのが、Ｃという昼間の最低負荷に対してどれだけの割合で設備容量としてはあっ

たのかということでございまして、100％を超えたのが中国電力、九州電力といったところでご

ざいます。 

 実際にそれがどのように動いたのか、16ページをごらんください。前のページの太陽光発電の

接続可能量、風力発電の接続可能量をそのまま電力系統に接続して、それが運開した場合の昼間

の需要が低いときの需給バランスを風力接続可能量ケース、つまり九州電力でいえば100万キロ

ワットといったところでその断面を書いたものが16ページでございます。まずごらんいただきた

いのは、昼間の最低負荷の788万キロワットという５月12日（日）の需要が低かったわけですけ

れども、この13時の需要に対して、13時というのは電力会社的には12時～13時のことを示すわけ

ですけれども、このときにどのような状況だったかというと、原子力が439万キロワット動き、

火力は１割強の92万キロワット動き、これはもう非常に抑制された形になっております。その上

で水力、地熱、バイオマス、風力、太陽光はどうであったのかというのが書いてありまして、水

力52万キロワット、地熱19万キロワット、バイオマス５万キロワット、風力３万キロワット、太

陽光619万キロワットということで、788万キロワットに対して、その全体の再エネの導入量でど

れだけ発電可能だったのかというと、88.6％だったという計算になります。ただ、これには実際

には抑制が動いていまして、これだと需給バランスがとれなくなってしまうので、揚水発電が

219万キロワットで揚水運転をしまして、出力抑制が209万キロワットかかったといった状況でご

ざいます。 

 18ページ以降、接続可能量の拡大方策と拡大量でございます。ワーキンググループでは、幾つ

かの風力発電・太陽光発電の接続可能量を拡大するために、どのようなオプションがあるのかと

いうことを出し、それに対して電力会社に試算していただいたということでございます。まず、

出力抑制ルールを変更した場合や、連系線を活用した場合の接続可能量の拡大量は各社の状況に

よって異なるのですけれども、風力接続可能量ケースに対して、拡大量を算定していただいた結

果は以下のとおりでございます。 

 見ていただきますと、オプションとしては、まず①というところに、出力抑制日数の拡大。こ

れを今後のものについては60日抑制するのだと。現行ルールは30日でございます。これを同じよ

うに、次の①'というところなんですけれども、これはワーキンググループで委員からご指摘い

ただきまして、急ぎ一昨日から試算に入ったのですけれども、既に接続しているものも含めて、

60日の抑制をかけた場合という試算でございます。 

 ②が、出力抑制を30日ということではなくて時間管理でございまして、30日掛ける24時間とい

うことで、風力発電については720時間、太陽光発電についてはその半分、昼間発電するであろ
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うということで360時間の抑制を年間で最大でかけた場合に、どのようになるのかという試算で

ございます。それから、出力抑制の範囲は今は500キロワット以上の太陽光・風力ということに

なっているのですけれども、これを新規のもの、今後のものについては、そういうしきい値をな

くして、500キロワット未満のものについても出力抑制をかけた場合どうなるのかという試算で

ございます。これを行った結果、非常によく傾向が出ているのは中国電力でございまして、現行

制度のままでやると太陽光発電の接続可能量は558万キロワットということなんですけれども、

今後のものについて60日にした場合はプラス24万キロワット、既設のものを含めて全てやった場

合はプラス95万キロワット、出力抑制の時間管理をやった場合にはプラス64万キロワットである

とか、500キロワット未満のものについてもやった場合にはプラス18万キロワットという結果で

ございます。 

 これで、実は矢印のマークのところを見ていただくと、現行のルールで接続承諾を30日でして

しまったもので、接続可能量に近づいている、申し込みが既にそこに達しているような電気事業

者については、出力抑制ルールを変更しても、接続可能量の拡大の余地が少ないという結果でご

ざいまして、東北電力や九州電力といったところではなかなか効果が見られないという結果でご

ざいます。 

 出力抑制日数を60日に拡大することは、再エネ事業者の負担が大きい。それに対して、時間管

理であれば、出力抑制は事業者の負担が比較的小さい、だけれども効果はそれなりに高いという

算定結果でございました。 

 それから、矢印の３番目、出力抑制に対する技術的な課題を解決することが前提なのですけれ

ども、500キロワット未満についても出力抑制の対象を拡大したケースを算定したところ、一定

の効果が見られたということでございます。 

 それから、地域間連系線について、各社の自主的取り組みを踏まえた部分が⑤ということでご

ざいます。 

 それから、「参考」を見ていただくと、出力抑制を全く実施しない場合、これは出力抑制とか

制御というと非常にネガティブな印象なのですけれども、需要に合わせて出力をコントロールで

きないと、再生可能エネルギーの中で、特に変動エネルギーである太陽光発電や風力発電は、出

力を制御しないとなかなか大量導入が難しいという結果でございまして、中国電力の場合、30日

の抑制を前提とすれば、現行ルールであれば558万キロワットなのですけれども、出力抑制が全

くないとすると、括弧内でございますけれども、299万キロワットまで接続可能量が減ってしま

うという結果でございます。 

 今触れた時間管理をするには、技術的な課題を解決することが前提となります。ちょっとペー
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ジを飛んでいただいて、24ページをご覧いただければと思います。では一体どういうものが時間

管理するために必要な出力制御なのかということで、システムのイメージを示しております。簡

単にご説明します。24ページの左上に、一般電気事業者が出力の指令とか、発電状況のデータを

収集するといったことで、大規模太陽光発電2,000キロワット以上についてはこのような専用線

で通信するわけですけれども、これを通じてリアルタイムで抑制をかけられる、もしくは非常に

短い時間で、今は前日通告で電話やファクスで「出力を明日抑制していただけませんか」「１日

止めていただけませんか」というやり方なんですけれども、これをよりフレキシブルにやるため

にはこのようなシステムが要るのではないか。欧州の国々でも入っているようなシステムでござ

います。小規模なもの、それから家庭用については、配信事業者やアグリゲーターみたいなもの

で介しまして、データの収集とか出力の指令をすることが可能になるのではないかということで

ございます。 

 下は、費用と期間について書いたものでございます。規模によっても違うのですけれども、10

キロワット未満とか500キロワット以上の非常に大きいもので１台当たりの追加費用は5,000円と

いうところとか、大きいものであれば70万円から100万円。これは、事業者団体のＪＥＭＡ（日

本電機工業会）のメーカーへのアンケート結果に基づき、資源エネルギー庁でまとめたものでご

ざいます。こういった製品の開発期間が大体10～12カ月とか、１年半程度かかりまして、備考と

しては、ＪＩＳの標準化の検討が必要であるとか、ガイドラインが必要である、それからメーカ

ーの開発費用がかかるといった課題がございます。さらに技術的な課題としては、右側にありま

すけれども、通信インフラの整備とか、３番目では例えば制御をかけた場合どれだけ実際に制御

がかかるかわからないので、それを計算するシステムとか、通信ができないときのセキュリティ

ーをどうするのかといったことが課題として挙げられます。こういったシステムの導入を今後検

討していく必要があるのではないかということでございます。 

 戻っていただいて、19ページをご覧ください。もう一つの太陽光発電の拡大方策、蓄電池の活

用でございます。これは、発電設備に対して、①は１時間程度の蓄電池を設置した場合、それか

ら５時間を置いた場合、それから３番目は系統側の設備に５時間程度の蓄電池を置いた場合とい

うことでございまして、それぞれ効果を試算してございます。 

 それから20ページ、これは地域間連系線の活用ということでございまして、前のほうのページ

で各社が自主的にコミットした接続可能量に加えて、さらに連系線の空き容量があれば、太陽光

発電のさらなる接続可能量の増加が可能だということで、感度分析でございます。ただ、中期的

には、後で説明があるかとは思うのですけれども、さまざまな課題を検討していく必要があるの

ではないかということでございます。 
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 20ページ、21ページは感度分析でございます。21ページは、再生可能エネルギー電源間の比較

ということでございます。この分析は、水力、地熱、バイオマスについて、それぞれ九州電力、

中国電力といった会社に水力をプラス10万キロワット入れた場合、地熱10万キロワット、バイオ

マスもそれぞれ10万キロワット入れた場合に、太陽光発電の接続可能量がどのように変化するの

かという試算でございます。結果として、再エネのトータルな発電量は増加するという結果でご

ざいます。 

 それから22ページは、風力発電について２つのケースで分析したので、それについて比較した

ものがこちらでございます。例えば九州電力をごらんいただくと、風力導入見込みケースでは58

万キロワットの風力発電。これが、風力の接続可能量は100万ということで、プラス42万キロワ

ットなのですが、太陽光発電にそれがどのように影響するのかというと、太陽光発電のシミュレ

ーションの結果は、太陽光発電の接続可能量は２万キロワットしか減らなかったということでご

ざいます。太陽光発電が大きいときは風力の発電が非常に少ないという傾向で、両者はすみ分け

ているという結果でございます。風力発電の接続可能量でやったほうが、トータルの再エネの発

電可能量が多くなるということで、発電電力量が大きくなるということでございまして、その結

果が４電力の計算の試算の結果から出ております。 

 最後に23ページ、実績に基づいて試算した結果の抑制日数です。これまでの分析は、全て太陽

光発電がそれなりに２σという大きな発電電力量を達成した場合の分析だったわけですけれども、

実際のデータで2011、2012、2013年ということでこの３カ年について、需要の実績と、太陽光・

風力の発電実績をもとに、どれだけ抑制の日数がかかるのかという分析をしたものが以下でござ

います。各社、大体15日程度の前後のデータが多かったという結論でございます。 

 こういったことでございまして、私からの説明は以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、系統ワーキンググループ座長の荻本さんから算定結果についての説明を

お願いいたします。 

○荻本座長 

 荻本でございます。よろしくお願いします。私からは、ただいまの報告に加えて、若干重複し

ますが、議論の状況ということを報告させていただきます。 

 まず、運用についてという点なのですが、今回は現行の制度の考え方にのっとって、太陽光発

電を含む再生可能エネルギーの発電量を最大限に活用するということを、現行の設備構成、特性、

気象、取水条件など、それぞれの電力システムの特性を反映した計算をやりました。ただ、この
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結果の運用としては、太陽光発電や風力発電、そして需要の変動のもとで、ピークの供給または

その周波数維持といった運用の安定性に本当に問題がないのかといった点について、多く意見が

出て、議論が行われたわけです。加えまして、その現行制度の考え方のもとで、石炭火力の運用

というのが大きく抑制されている結果になっています。この状況というのは、電力システム全体

の運用の経済性が損なわれているのではないかといった指摘もございました。連系線の運用につ

いては、全体からの視点でこれから検討を進めていくということがより重要という意見がござい

ました。こういうことで、今回想定いたしました運用というのは、想定した条件のもとでのもの

だということで、今後継続した検討が必要ということが全体的な感想でございます。 

 次に、拡大方策です。今回の分析では、短期的に適用可能な出力抑制の日数、時間数、あるい

はその対象範囲の拡大、またはその連系線の活用、そして蓄電池の活用というものが検討されま

した。この結果、今ご報告がありましたように、出力抑制というものが、方式とか、対象とか、

こういうものをパラメーターとして、再生可能エネルギー利用または太陽光発電の接続容量の拡

大ということに関して有効であること、連系線の活用に関しては、一定の効果があること、蓄電

池の活用に関しては、費用対効果に注意した検討が必要であること、それからこれら複数の対策

を組み合わせるという視点が重要であること、それから太陽光発電が風力発電などのその他の再

生可能エネルギー発電とトレードオフの関係にあること、このようなことが議論され、確認され

たわけです。再生可能エネルギー発電の導入拡大の目標というものが、そこから利用可能な発電

量の増加であるということを考えますと、その発電量の利用を増加する方策としては、出力抑制、

またはその出力コントロールと呼んでもいいと思いますが、これが非常に有効であると。さらに

は、そのほかの方法、トータルで申し上げますと、電力システム全体の既存の電源、需要の調整

あるいは電力の貯蔵バッテリーのようなもの、またはその連系線と、全てのものを活用するのだ

というところが非常に重要な視点だろうと言えると思います。その中で、太陽光発電の出力コン

トロールというものを望ましい形で入れていくということは、もう喫緊の課題であろうというこ

とが議論されたわけでございます。 

 ３番目に、分析の手法というところに関して若干述べさせていただきます。今回、その分析の

手法としましては、従来やってまいりました365日の分析を行う２σ法と呼んでいいと思います

が、それに対しまして、太陽光発電と風力発電の変動を合成する、そして晴れとそれ以外の日に

分類するといった改善を行った手法で一つ行いました。もう一つは、完全な太陽光発電と風力発

電の出力予測というものを仮定した8,760時間の実績に基づく需給解析手法というものを用いて、

抑制電力量と参考の抑制日数を算出したわけです。２つの手法を採用したわけですが、実際には

運用としては太陽光発電や風力発電の出力予測を活用した運用が行われるということになります
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ので、本当の姿というのはこの２つの手法が想定したものの間にあるということが考えられます。

これからその再生可能エネルギーの導入に向けては、将来の運用を含めて、これらの解析手法の

精度またはその抑制を含めた将来の予見性を高めていくことが重要だといったことが議論された

わけでございます。 

 最後に、継続的改善という視点について述べさせていただきます。今回試算を行ったというこ

とで運用を想定したわけですが、本当に実際に大量導入された場合の運用というものに備えて、

今後の導入状況に応じて各電力会社さんがしっかりとその準備を進めていくということが重要だ

というのがその第１点でございます。 

 加えまして、今回の分析に当たりましては、既存の設備の条件に加えて、例えばその周波数の

安定性を評価するためのあるパラメーターが２％だということを想定した分析をしたわけですが、

本当にその２％というパラメーターが正しいのかどうか、これは太陽光発電または風力発電が本

当に導入されたときでないと実際にはわかりにくいパラメーターであります。ということで、今

回の算定はそういう一定の仮定に基づいてやったわけですが、こういうその分析を、運用を計画

する、または制度を設計するということに向けて、必要なデータを収集して分析して評価する、

またはその分析の前提や結果を可能な範囲で共有することで、より多くの人たちの視点を集める

こと、さらにそれを通して事業者さんばかりでなくて日本全体の多くの人たちの理解を深めてい

くということが必要だと感じました。 

 今回の検討では、各社最大限の導入のために、現行のルールの中で実施可能な対策を行ったわ

けです。言いかえますと、今後の設備形成、技術、運用、制度などを改善することで、再生可能

エネルギーの導入を含めて、よりよい電力システムを実現する可能性またはチャンスがあると言

えると思います。再生可能エネルギー発電の利用量を拡大して、経済性・安定性をよくしていく

ということに向けて、全ての可能性を追っていくということが必要であろうと思います。 

 最後に、今回の系統ワーキングの結果をしっかりとこの委員会を含めて政策に反映していただ

ければと希望いたします。ありがとうございました。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまご説明いただいた系統ワーキンググループからの報告につきまして、ご質

問、ご意見等をいただきたいと思います。発言をご希望の方は、いつものように名札を立ててい

ただければと思います。後半の議題の中にもこれに対してどう対応するかという項目がございま

すので、10時を少し回るかもしれませんが、10時ぐらいまでという目安で議論を進めたいと思っ

ております。 
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 そうすると、ちょっと端からいきましょうか。では、三井住友銀行の工藤委員から。 

○工藤（禎）委員 

 ありがとうございます。三井住友銀行の工藤でございます。個別のいろいろなルールに対して

の議論というのは後ほどであると理解しておりますので、ちょっと質問させていただきたいと思

っているのですけれども、先ほどこちらのご説明いただいた資料にも11ページに「経済面で有利

な石炭火力発電の抑制が大量に発生し、効率的な電源利用の観点からは課題が見られる」とあっ

たのですけれども、例えば、きょうつけていただいたような九州電力様の資料の21ページに2013

年度デュレーションカーブというものがありまして、延べ抑制日数が92日となっているのですけ

れども、この資料の読み方というのは、この期間中は石炭火力とかほかの火力については発電さ

れていないと理解するのが正しいのでしょうか、この92日間には。 

○山地委員長 

 質問をまとめて回答していただくということにしたいと思います。 

 佐久間委員、お願いします。 

○佐久間委員 

 まず、ページ２にある揚水運転手法なんですけれども、太陽光の電気を使って揚水するという

ことは、今42円の電気で揚水運転を行うということだと思うんです。揚水発電というのは、大体

３割くらい電気がなくなりますから、揚水発電はこのオペレーションすると42円の電気が大体60

円ぐらいの電気になると思います。ですから、コスト面からの運転、揚水をどのように考えるの

かというのは、ちょっとコスト分析をよくしていっていただいたほうがいいのではないかなと思

います。 

 それで、カリフォルニアの例をちょっと申し上げますと、この再生可能エネルギーが非常に入

ってきたときに、バックアップ電源としてはガスタービンのシンプルサイクルの発電所が非常に

多くできました。それによってこれも電力料金は上昇したわけですけれども、カリフォルニアの

例でもあるように、コスト分析が非常に必要なのだろうなと思います。それから、この導入量に

よって来年エネルギーミックスを考えるということになると思うんですけれども、それにもかな

り影響すると思うので、そのコスト面を含めて再生可能エネルギーをどのぐらい入れるのかとい

うことは考えるべきだというのがまず第１点です。 

 ２番目は、系統の運用面で、先ほど九州電力の議論がありましたけれども、石炭だきを調整電

源に使うということなんですが、石炭だきの発電所というのは、部分負荷で運転しているときに

負荷を上げるというのは簡単なんですけれども、一度とめてしまいますと、特にコールドスター

トといって、全く動かさない状況から動かすときには２日くらいかかりますし、ホットスタート
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のときでも１日はかかるかどうかわかりませんけれども、起動に非常に時間のかかる発電所です。

したがいまして、太陽光のいわゆる見た目で、太陽光を最大限に使うというところで石炭だきを

調整に使うというのは、ちょっと無理があるのではないかなと思います。ただ、今、荻本座長が

電力会社と非常に議論されて、こういうものを出してこられているというので、多分電力会社は

それでできると言っているのかもしれないのですが、私がちょっと見るに、こういう運用が本当

にできるのかなというのは非常に不安に思うところであります。 

 それから、石炭だきの発電所だと、部分負荷で運転して、それをランプアップして出力を増す

という運転をすると、エミッションがかなり出ますので、今度はＣＯ２との問題もよく考えて運

用方法を考える必要があるのではないかと思います。 

 ですから、系統運用面、それからエミッションを考えたときに、石炭だきの発電所がどこまで

その調整電源として使えるのかということは、電力会社の人にもよく聞いて判断するべきではな

いかと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 それでは、佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 

 佐藤です。18ページについてなんですが、18ページの出力抑制部分の見直し等について、この

②で、今後の太陽光、風力発電について、時間単位で実施した場合の数値が出ております。この

「今後の」という定義がちょっとよくわからないのですが、これは、今後接続承認を受けるとい

う意味なのか、それとも今後認定を受けるという意味なのか、ちょっとそこを教えていただきた

いと思います。 

 それから、今、佐久間委員のご意見もありましたけれども、こういう算定をする場合において、

ＣＯ２の排出量に対する影響というものをきちんと勘案した上で、温暖化対策にもつながるとい

う方向で火力の調整については検討すべきだと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 マイクが入っていないですが、崎田委員、どうぞ。 

○崎田委員 

 ありがとうございます。いろいろな委員の皆さんから既に出ているので、ちょっと違う視点か

ら意見を申し上げたいと思うのですが……。すみません。 

 私も、今回非常に綿密に考えていただいて、全体の方向性として非常に再生可能エネルギーが
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しっかり入っていくということをどうやって後押しするかということが大事だと思いますし、こ

の後の意見交換のところで話していきたいと思いますが、今回のこの資料に関して、石炭火力と

か、その辺の数字を非常に低く抑えているけれども、現実の数字とこれが計算上の数字なのか、

現実的に合う数字なのかというところをどうお考えかをやはり資料の11ページなどを見て思いま

す。 

 なぜそういう発言をするのかと申しますと、私は環境省の環境アセス法の委員会の委員を長く

務めております。それで、一番最近の直近の委員会での課題は、今、電力の火力発電に非常に９

割頼っているというところで、特に大規模石炭火力のリプレースが全国で広がっているというこ

とと、環境アセスに入らない小規模発電所というのが全国で大量に計画されてきていて、その小

規模火力の環境配慮をしっかりとしていただきたいというメッセージを強く出すための委員会と

いう感じが私はしておりました。そういう現状の中で、この石炭を例えばゼロにするとか、その

ようなことが現実と合っているのかどうかというあたり、どのように私たちはシミュレーション

し、考えていったらいいのかというのをちょっと伺いたいと思いました。 

○山地委員長 

 では、清水委員。 

○清水委員 

 日本商工会の清水です。 

 まず、系統ワーキンググループにおいてご議論いただいております内容についてなんですけれ

ども、接続可能量を見きわめるという側面が大変重要であると思いますけれども、今後継続され

るワーキンググループでの議論の中で、ぜひとも蓄電池の設置や石炭火力の飽和抑制、調整用電

源などによる経済性、コストに関する情報の精査とその開示をお願いいたしたいと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 それでは、高村委員、お願いします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。今回の系統ワーキングを行っていただいて、今まで恐らく電力各社で、

どういう計算式かはともかく、設定されていた接続可能量をある意味で非常に透明性の高い形で

示していただいたと思っております。そういう意味では、ワーキングのメンバーの先生方もそう

ですし、事務局、そして協力いただいた電力会社の方にもお礼申し上げたいと思うのですが、Ｆ

ＩＴの是非にかかわらず、再エネを拡大していく場合に、それに応える系統システムのあり方と

いうのが問われているというのが、先ほどの荻本先生の最後にまとめられたところのメッセージ
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の一つでもあったと理解いたしました。資料２の議論がございますので、質問を３点申し上げた

いと思います。 

 一つは、これは先ほど荻本先生のおっしゃった点を確認する形でございますけれども、あくま

で現行のルールで現行の設備構成を前提にした現時点での接続可能量だという理解をしておりま

す。その意味では、幾つか今後変わり得る要素、当然努力によって変わっていくもの、あるいは

さまざまな外的要因で変わっていくものがあるかと思っております。例えば一つは、スライドの

10ページのところに原子力の供給力がございますけれども、この現時点の原子力の過去30年の平

均稼働率に伴ってその出力を評価しているわけですが、例えば2030年というポイントで考えてみ

れば、恐らく40年廃炉の原則を考えますと、これらの原発の幾つかは動いていないということが

考えられるとすると、こういう状況が起こってくるとすると、恐らく計算の前提は変わってくる

のだろうと理解しております。これと同じことは、連系線の活用も現行の自主的な取り組みを前

提にされていると理解しておりますので、そういう意味でのまさに現行のルールでの現行の設備

条件での接続可能量という理解で正しいかという確認が１つ目でございます。 

 それから２つ目は、24ページのところでありますけれども、資料２にもかかわりますが、これ

は太陽光発電に限った制御システムを想定されているのかという点が質問でございます。 

 ３点目は、試算のところでございます。18枚目のスライドでございますけれども、これは資料

２の議論にかかわるのですが、既に接続済みのもので、500キロワットという裾切りのない全て

のものを時間単位で太陽光360時間、風力720時間の場合の試算というのはございますでしょうか

という点でございます。 

 以上です。 

○山地委員長 

 辰巳委員、お願いします。 

○辰巳委員 

 ただいまご説明いただいた範囲でということなので、それに限りますけれども、私は今も高村

先生がおっしゃったことと全く同じような点を考えておりました。算定のベースになっているも

のは、現状ということであるのかもしれないのですけれども、例えば２ページや10ページで原子

力発電の震災前過去30年というものをベースということであって、原子力を漸次減らしていくと

いうエネ基の方針に合わないので、この算定の考え方としてはどのあたりを見ておられるのか。

直近５年ぐらいを見ておられるのか、あるいはもっと10年、30年先を見ているのかといった想定

のベースがちょっとよくわからないと思いました。特に、10ページで九州の玄海とか中国の島根

なども入っていますので、それが本当に動くという前提で計算されているというのが何かちょっ
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と気になるなと思いました。だから、それをどのように考えていくのかというのは、今後見直す

のか、ちょっとこのように可能量という量が数値で出てきておりますもので、その辺の検討をも

う一度していただけるといいなと思いました。 

 それから、11ページでＣＯ２の観点からは石炭火力のことを課題であると■の中に書き込まれ

てしまっているということがちょっと気になってしまいまして、２個目の■で「課題が見られ

る」と。コストということで考えようという今までの意見もありましたけれども、コストには見

えるコストと見えないコストとがあると思いますので、長期的にＣＯ２の観点から考えた場合に、

本当に課題と捉えるのかが問題ではないのかとちょっと思ったんです。 

 それからあと、これは次の議論にも関係するかと思うんですけれども、調整をある程度やって

いかなければいけないというのは、今回のデータから了解しました。ただし、その順番をどのよ

うに誰が決めるのかというのが、これは今回の話の中ではないのだと思うんですけれども、大変

私の目からは気になります。だから、電源ごととか同じ電源種同士の場合でも、どのように順番

をつけるのかということが、全員に同率でというわけにはいかないと思いますもので、そのあた

りのことがちょっと問題かなと思っております。 

 以上です。 

○山地委員長 

 松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 この委員会のワーキングの委員だったのだから、本来は発言を控えるべきだと思うのですが、

私は今の江澤さんの説明と、それからこの報告書に物すごい危機感を持っているので、ここで発

言せざるを得ない。ワーキングの場でも言いましたが、もう一度繰り返さざるを得ないと思うの

で、申しわけありませんが、発言させていただきます。 

 私が一番危機感を持っているのは、この現行制度というところの解釈なのですけれども、年間

30日しか抑制しないということが前提で、これが現行制度だということになっています。私はこ

れをずっと主張し続けていますが、ＦＩＴ制度の趣旨に鑑みて、例えば20年間で回収するとかと

いうことを考えているわけだから、出力抑制は20年間で年当たり30日という解釈だって可能では

ないかと考えています。もしそのような解釈をとったとすると、前半ではほとんど出力抑制され

ないと思いますから後半になるということで、年当たりの出力抑制は本当に困ったときというの

は、30日を若干超えるということになると思います。しかし、今回の試算をこのまま何も言わな

いで受け入れてしまうと、現行法の解釈あるいは現行の契約の解釈というのは年30日であって、

年当たりという解釈はもう不可能だということがまるで言われているようになってしまうとする
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と、私はちょっとそれは許容できません。これだけ主張してどこからも賛同がないということか

ら鑑みると、この段階で年当たり30日と解釈すべきだというのを打ち出すのはもう不可能だと思

って諦めてはいますが、そのような解釈の余地はまだ残っているのだということを捨ててしまっ

たら、今後の国民負担という観点からも、再生可能エネルギーの普及という観点からも、大きな

禍根を残すのではないかと思うので、そのようなことには私は断固として反対します。可能性と

しては、そういう解釈の可能性はあるのではないかということは何としてでも確認したい。それ

で、ワーキングの場で①'というものを出してほしいということを強硬に言って、一般的事業者

さんには大変ご迷惑をおかけして申しわけなかったのですが、出していただきました。 

 この意図は、もともとそう言い続けていたつもりだったのですが、既設電源も含めてというの

は遡及適用ということではなく年当たり30日ということにしたとすると、最初の前半、仮に10年

抑制しなくて、次の10年抑制するということになると、60日ぐらいになる。そういうこともあり

得るから、この試算が出ていれば、年当たりという解釈をすれば、これぐらい入れられるという

こと、ニアリーイコールでわかるだろうということを別の場で説得されたので、このオプション

があれば、私が強硬に主張していたのはオプションが入らなくてもいいということを言って、そ

れでも前回、一部の電力会社しか出てこなかったので、出していただいたというわけです。この

数字を見れば、すごく大きな数字だということがわかっていただけるのではないかと思います。

その前の評価のところで、「出力抑制日数を60日に拡大することは負担が大きい割に大した効果

がない」などと非常に否定的なことが書かれているわけですが、これから入れる電源だけそうす

るという愚かなことをするのであれば、効果は極めて限定的だというのは確かにそのとおりだけ

れども、解釈の変更であれば、既設の電源にだってできるはずだ。既設の電源についてやれば、

特に今、制約が物すごく厳しくなっている九州とか東北では劇的に状況を改善するというわけだ

から、このオプションを今とれなくても放棄するわけにはいかないと思います。私としては、そ

のようなオプションはまだ残っているということを何としてでも確認したい。 

 ただ、このようなことを言うというのは、もうおよそあらゆる人から袋だたきに遭うと思うの

ですが、まず第一に、再生可能エネルギーの普及に非常に懐疑的な人たちにとってみれば、もう

今回の案が出てきて、この後の資料の案を見てくれば、「ここで出てきた量以上はもう太陽光は

入らないだろう。そうすると、もうこれ以上の負担は抑えられた。しめしめと思っていたのに、

こんなことをやったら将来さらに開くということが出てきかねない」ということで、猛反対を受

けるということは十分承知しています。それから、事業者にとってみても、30日と厳格に解釈さ

れるよりは少なくとも既設の事業者にとってはとても不利だということなので、事業者からも金

融機関からも袋だたきに遭うということは十分承知しているし、それから事務局がこれだけ消極
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的だという気持ちもわからないではない。そのような解釈だということを強引に言ったとして、

「行政訴訟でも起こったらどうなるのだ。そんな面倒くさいことに巻き込まれるぐらいなら、国

民負担がふえようが、再生可能エネルギーの普及にブレーキがかかろうが、行政訴訟が起こるな

どといったリスクを減らすことのほうが重要だ」と考えているのだとすれば、とても消極的だと

いうのはわかるのです。しかし、これはそのように解釈すれば、私は、劇的にコストを下げて、

再生可能エネルギーの最小限の負担での最大限の普及に大きく資することになると思うし、懇切

丁寧に説明すれば、一見再生可能エネルギーの逆風になるように見えるかもしれないけれども、

国民の皆さんにだって理解していただけるのではないかと期待しています。 

 このようなオプションをあたかも捨てるのは、非常に消極的だということであり、今まで入っ

てきたものに関しては出力抑制の負担がこんなに少なく、これから一旦枠に到達した後のものに

関しては60日に拡大するのは負担が大きいと言いながら、この後新たに入ってくるものは120日

に拡大するなどという提案が出てくるわけですよね。そうすると、これから入ってくるものに対

しては壊滅的な打撃を与えるようなものになりかねない。それよりは、今まで既に入った人も含

めて、広く薄く出力抑制の負担を共有するというほうが、はるかに低いコストで最大限の再生可

能エネルギーが入れられるのではないかと思っています。 

 この道というものを、そのような解釈は不当であって、そのような道は今の時点で完全にコミ

ットし、不確実性をなくすべきだということを強く思っている委員がいるとすれば、この場でぜ

ひ発言していただきたいと一番最初に言いたくて一番最初に札を上げたのですが、不幸なことに

最後の発言の順番になってしまったので、もしそのようなご意見をお持ちの方がいらっしゃれば、

次のラウンドのときにぜひご発言いただきたい。この点については十分議論すべきだと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 小野委員が立てていますから、どうぞ。 

○小野委員 

 ありがとうございます。今回、非常に詳細な検討をしていただきまして、ありがとうございま

した。非常に今後の検討のベースになる資料だと思います。 

 何人かの委員からもうご指摘があったように、今回はいろいろな制約要件を捨象した形でこの

検討が行われたと思っています。特にコストに関しては非常に気になるところでありまして、こ

ういった運用によって従来指摘されていた再エネ賦課金に加えて、今後調整電源化してしまう火

力の負担がどの程度になるのかといったことについても、今後引き続きご検討願えればと思いま

す。 
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 もう１点気になるのが、現在ドイツで起きているように、火力の利用率が低下するということ

は、設備の維持とか、それから新規投資へのインセンティブを著しくそぐことになって、特にこ

れから電力システム改革が進められる中で、将来の電力安定供給をどのように確保していくのか、

これも検討していかなければいけないのではないかと思います。それと、先ほどどなたかから指

摘がありましたけれども、ちょっと技術的にも、本来そのベース電源といいますか、ずっと運転

することを前提にしている石炭火力でこういうＤＳＳ的な運転をするということには、新しくつ

くるものであれば、それはできるかもしれませんけれども、既存のものをそのように使っていく

ということにはかなり技術的なハードルもあると思いますし、それから設備の寿命を短くすると

いうこともちょっと念頭に置いておくべきかと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 松村委員から発言のあった、出力抑制ルールの遡及適用をするかどうかというのは、後半の議

題のところでご意見があれば発言していただきたいと思います。幾つか具体的な……。 

○松村委員 

 ごめんなさい。遡及適用だと思っていないということが重要になっているということなんです

けれども。 

○山地委員長 

 具体的な質問が幾つかございましたので、事務局から、この場で答えられる範囲でもちろん結

構ですが、お願いいたします。 

○江澤新エネルギー対策課調整官 

 回答できる範囲で、手短に回答したいと思います。 

 まず、工藤委員から、九州電力の資料で、他の火力はどうなっているのかというご質問がござ

いました。九州電力の資料の23ページをご覧いただければと思います。ちょっとすみません、説

明していない資料なのですけれども、ワーキングに提出された資料でございます。こちらで、ど

の火力ユニットが動いていて、どの火力ユニットがとまっていて、出力は何なのかということを

全て記載しております。ここで見ていただくと、動いているのは、昼間の13時のタイミングで見

ると、ＬＮＧが何基か、新小倉が動いていて、あと大分が動いている。それから大分共同火力、

これは新日鉄と一緒にやっている共同火力ですけれども、副生ガスを使っている部分だけ動いて

いるといったことで、ほかは全部とまっているという状況でございます。ほかのユニットのリス

トはどこかについていると思うのですけれども、それ以外のユニットは基本的にこの時間断面で
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はとまっている。ただ、ほかの、まさにこの一番厳しいときにはとまっている。これは日曜日な

のですけれども、ほかの平日であれば当然ある程度動いていますし、夏のピークであれば動いて

いると思いますし、夜間であれば太陽光は出力ゼロなので、それに合わせて運転しているという

ことでございます。 

 それから、佐久間委員から、揚水のコスト分析も60円ぐらいになるのではないかというご指摘、

小野委員からも、コストが非常に気になる、ドイツでも課題だといったこと、清水委員からもコ

ストについてのご意見やご質問をいただきました。こちらは確かに今後の課題ということでござ

いまして、そういったものも含めて今後、このワーキングの場であるかどうかは別として、エネ

ルギーミックスの検討にはこういうコスト面の分析、それからあわせまして辰巳委員から指摘が

あったように、ＣＯ２の分析といったものも含めて対応していく必要があるのではないかという

ことでございます。 

 それから、石炭火力をとめると、そういう運転条件になっていないのではないかということで、

負担がかかる、ＤＳＳには向いていないということで、稼働にも負荷がかかるのではないかとい

うことでございまして、このご懸念については、ワーキンググループでも馬場委員からそういっ

たご指摘をいただいたところでございます。これについては、九州電力からも、確かにそういう

ご指摘はあるのですけれども、今後、技術的対応可能性を高めていって、何とかできる、シミュ

レーション上は大丈夫だということでございまして、運用可能性についてうまくやっていくとい

うことでございます。 

 それから、ＣＯ２エミッションも出るのではないかという、出力が落ちるとどうなるのかとい

うことでございまして、実は出力を落とすと効率が悪化するので、その分さらにコストがかかる

とか、その分ＣＯ２が出るといった課題がございます。こういったことも含めて、火力の出力が

抑制された場合に、それがドイツのような火力の出力低下、利用率の低下といった課題も含めて、

今後どこかの場で検討が必要なのではないかと考えております。 

 それから、佐藤委員から、出力抑制について今後の意味ということなのですけれども、ある時

点、この試算の時点なので、例えば10月末といった時点で申し込みがあったものについては既存

のルール、今後のものについて、さらにその後のものについては、新しいルールを適用した場合

ということでやっております。これは、そういう制度を変えるタイミングが後ろに行けば行くほ

ど現行ルールで入ってくるものが大きくなるので、新しいルールの適用可能性というのはどんど

ん短くなっていく、適用対象が少なくなっていくといった点を考慮することになるかと思います。 

 それから、石炭火力を抑えているのだけれども、計算上そのようになるのかという崎田委員か

らのご質問がございました。この時間断面では、このような運転をしなければ、再生可能エネル
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ギーは九州電力であれば817万キロワットという数字は入らないということでございます。ただ、

ほかの時間断面では、ある程度そういった火力も、必ずずっとこの運転をしているわけではなく

て、8,760時間のある断面についてはこのような運転になっていたということでございます。現

実と合うのかということは、これはシミュレーションもあわせまして、供給力がちゃんと追いつ

く形で適切な予備力も確保し、調整力も確保した形で運転が可能かどうかということを分析して

おります。ただ、説明上は一断面ということを示したということでございます。 

 それから、高村委員から、原子力ということでございます。これは現行の設備、現行のルール

ということで、そのような形でのシミュレーションというご指摘のとおりでございます。太陽光

抑制なのですけれども、風力も抑制するのかという点については、これは同様にやっていること

になります。それから、360時間の分析について、過去分のものはやっているのかということな

のですけれども、これについてはワーキングでは特段提示はしておりませんということが答えで

ございます。 

 それから、辰巳委員の先ほどの原子力については、現状の設備はということで、高村委員のご

指摘と同じご質問かと思います。 

 それから、松村委員のご質問、これはまさにワーキングでもご指摘いただいたものでございま

す。60日抑制、私が先ほど説明した資料の18ページに①'と書いた部分がございます。こちらは、

既設のものを含めて、60日を適用した場合はどうなるのかということでございまして、松村委員

がおっしゃる過去のものを含めてこの30日の抑制を年平均でやったらどうなのかと。つまり、20

年間で30日に平均しておさまっていればよいのではないかという解釈でやった場合にはどうなる

のかということで、それをやった場合、後半に年間の出力抑制が集中する形になる場合には、60

日の抑制を全体に適用した場合ではないかということで、それに代替するものとして、60日の既

存分を含めた分析ということをしたわけでございます。九州電力のところを見ていただきますと、

①'のところでプラス226万キロワットという大き目の数字が載っております。これはどういうこ

とかといいますと、既存分も含めて60日の抑制を全てやっていただいた場合についての分析でご

ざいますけれども、その場合にはプラス226万キロという非常に大きな数字が載っているという

のは松村委員のご指摘のとおりでございまして、ワーキングのミッションはこういった小委にデ

ータを提供するものだと思っておりまして、試算させていただいております。まさに松村先生の

ご指摘は、我々の議論とか悩みというところを代弁していただいたようなところもございまして、

ワーキングとしては、荻本座長からもありましたように、このような試算結果をお示しすること

によって、この小委の場の検討に役立てていただければと思っております。 

○山地委員長 
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 先ほどの１ラウンドの後、大橋委員と工藤委員はもう一度発言ということで、まず大橋委員か

ら。 

○大橋委員 

 簡単に。すみません、立て忘れていたものですから。 

 今、江澤さんからご説明いただいて、何が行われたのかわかったのですけれども、ここまでや

られているというのは、多分費用の計算はできるのだなと思っていたので、ぜひそのあたりのご

検討をしていただきたい。思うのは、太陽光が入らないより入ったほうと思っているんです。入

るのだったら、ある程度ボリュームが入ったほうがいいと思うのですけれども、ここまで来ると

かなりきつきつになっていて、だからどこかでコストは変化しているはずだと思うんです。その

あたりの姿、つまり本来入るべきところというのはここまでで、ここから以上はコスト負担とし

てみんなで支えていかなければいけないですよねというところも、恐らくこれはちょっとずつ入

れていくシミュレーションができるはずなので、多分おわかりになるのではないかなと思います

し、また多分これに加えて系統の信頼度の評価もしていただいたほうが、これも確実な世界のお

話をされているのではないかと思うんですけれども、信頼度も含めて評価していただくようなこ

とも可能ではないかと思いました。 

 いずれにしても、太陽光の経済価値は、入ってくるとだんだん変わってくるものですから、今

回は系統の可能量を見ていただいたということで、そのコストの検討もこれからしていただきた

いというのは、皆さんと同じ意見です。すみません。 

○山地委員長 

 工藤委員。 

○工藤（禎）委員 

 すみません、今、江澤調整官にお答えいただいた私の質問内容についての確認なのですけれど

も、21ページにある延べ抑制日数92日という、年間の約４分の１がこういう状況ということなの

ですが、このときは先ほどおっしゃっていただいた23ページの状況に92日間はあるということで

よろしいのでしょうか。 

○山地委員長 

 具体的な質問でございます。 

○江澤新エネルギー対策課調整官 

 92日間の中にこの状況があるということなのですけれども、すみません、私の理解が不十分な

のかもしれないのですけれども、ベースの供給力というところを21ページの場合には書いていま

す。この上に、ちょっと資料が傍聴の方には見にくいかもしれないのですけれども、斜め線で描
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いた部分がございます。これは、火力の出力がこの部分については変動して変わっているという

ことでございまして、そういう意味では一番厳しい日、５月12日という設定でございますけれど

も、ゴールデンウィークを除いているので、スタートの矢印のところがちょっと左側にずれてい

ますけれども、それ以降の日については火力がもうちょっと稼働する余地があるといった説明で

いかがでしょうか。 

○工藤（禎）委員 

 そうすると、これが大体一番厳しいときの２倍ちょっとぐらい動いているようなイメージです

かね。それで合っているということですね。 

○江澤新エネルギー対策課調整官 

 もうちょっと動いていると思います。これはベース供給力で、火力とか原子力とかを全部含め

てしまったもので、ぎざぎざと変動しているのは、水力発電についての変動がございますので、

それを踏まえたものでございまして、火力については恐らくピーク時には今、九州電力だと最大

需要が、かつては1,700万キロワットぐらいだったのですけれども、今は1,500万キロワットぐら

いだと思うのですけれども、ここで言っている最低需要が800万キロワットぐらいなので、そこ

からさらに需要が700万キロワットぐらい足し上がったようなイメージで、それをその他の供給

力で補うということなので、恐らくその場合には火力が700万キロワット近く多く稼働している

のではないかと思います。すみません、もし補足があれば、事務局のほうからお願いしたいと思

います。 

 それから、大橋委員に追加でご質問いただいた、コストの計算は可能なのではないかというこ

とですけれども、まさにそれは可能なのだと思います。ワーキングのミッションとしては、まず

接続可能量をとにかく求めて、拡大策のオプションを検討するのだということでございまして、

今後あらゆる局面で、ミックスといったところで、どのような運転状況なのか、出力抑制をした

らどうなのかとか、再エネがどういうお金で入ってくるのかといったところ、単価が違いますの

で、そういったことの分析にもこういったものは恐らく使えるのではないかと考えております。 

○山地委員長 

 よろしゅうございますか。ちょっとテクニカルな議論もありますので、不十分なところがあれ

ば、後で文書等で対応していただければと思います。もう一つの後半の議題も非常に重要でござ

いますので、後半の議題に入らせていただきたいと思います。 

 

（２）新たな出力制御システムの活用によるバランスの取れた再生可能エネルギーの導入につい

て 
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（３）固定価格買取制度の運用改善について 

 

○山地委員長 

 議題２と３でございます。資料でも資料２と３でございますけれども、まず事務局から説明を

お願いいたします。 

○松山新エネルギー対策課長 

 それでは、資料２と３につきまして、今ご報告がございましてご議論いただきました系統ワー

キンググループの結果も踏まえました今後の対応策、具体的なものとして、資料２と３で案をご

提示したいと思っております。 

 まず、資料２につきましては、この前の前回の小委員会の中で、再エネ電源ごとの特性につい

てご議論いただきました。そして、本日、事務局及び荻本座長から系統ワーキングでの議論のご

報告を頂戴しまして、現在の仕組みのもとでの最大限の導入ということを図る上での方策、出力

制御を含めました具体的な方策の案をお示しいただいたわけでございまして、この案を踏まえ、

いろいろなインプットを踏まえた上で論点整理を行いまして、今後の具体的な対応策をご提示し

てご議論いただきたいと思ってございます。 

 まず資料の２ページ、３ページでございますが、これを踏まえたときに、ではその電源ごとに

この資料２の全体を貫く方針、考え方ということなのでございますけれども、まず電源ごとの整

理、これは復習になりますけれども、３ページ目に整理してございます。太陽光についていいま

すと、出力の不安定性ということがある一方で、有効なピーク対処策であるということと、出力

抑制が最近小規模でもふえてきていて、これに対する対応策をどう考えるべきかといったご議論。

風力についていいますと、出力の不安定性がある一方での効率性の高さ、制御のしやすさ、同時

に計画的な導入の促進が必要だといったご議論。地熱・水力についていいますと、安定的な電源

であることでの優先の必要性。バイオマスについていいますと、バイオマス発電というものの電

源調整の柔軟性ということを踏まえて、種類や事業の実情に応じてきめ細かい対応が必要である

ということ、地域活性化に資するものということにも配慮が必要であるということ。このような

ご議論を頂戴したところでございまして、出力制御をめぐる系統ワーキンググループの議論も含

めまして、方向性としては４ページに整理いたしました。 

 現行について申し上げますと、まず太陽光の導入が圧倒的に進んでいるという現状を踏まえま

して、これを全体の量として最大限系統の中で受け入れて、ピーク時にうまい形でコントロール

しながら、量としての導入拡大を図っていくという観点で申し上げますと、太陽光については無

償での制御上限、これは30日ルール―この解釈及びその対応の仕方というのは後ほどご議論



 26 

いただければと思いますけれども、この中での出力制御を対象とするということを全体に対して

広げていくという方向で対応策拡大を図っていきながら、その接続可能量の限界まで接続してい

くという方向性。その接続可能量を超過した場合についていいますと、現行でも北海道電力につ

いて既に指定を行っておりますが、この30日の上限を外すことによりまして接続拡大策を図って

いくといったこと。こういう方向性かと整理してございます。その際、住宅用の太陽光、これは

10キロワット未満ということで線を引いてございますけれども、これにつきましては、その優先

的な接続もしくは負担の軽減、余剰電力という取り扱いということを考えたときに、出力制御の

順番における配慮ということが一定程度必要かということの整理をいたしております。 

 風力について申し上げますと、これは太陽光と同様に不安定な電源でございますので、一定の

出力制御の上限を設けた対象とした上で、現行、既に保留及び保留していないところも、３社を

除く７社につきまして、既に風力の接続可能量というものが設定されてございますので、ここに

至るまでは計画的な形での接続を進めていくという方向がよいのではないかという案にしてござ

います。これらも同じように、具体的に接続可能量の超過というおそれが出た場合につきまして、

指定電気事業者制度の活用ということをあわせて書いてございます。 

 地熱・水力は、これはもう議論の整理でございますけれども、ベースロード電源としての特徴

を踏まえまして、出力制御につきましては、現行制度のまま、出力制御の対象とはせずに接続す

る。原則受け入れという方向の案とさせていただいてございます。 

 最後、バイオマス、こちらは後ほど詳細に案を説明いたしますけれども、その出力制御自体、

時間的な調整をする可能性、松村先生からもたびたびご指摘がございましたけれども、エネルギ

ー自体を無駄にせずに活用できるという特性を生かして、出力制御の対象として、制御のあり方

を考えてまいりました。その際に、出力制御の順番につきましては、バイオマスの種類ごとにそ

の発電形態の特性に応じた取り扱いをルール化して適用することとしたいという案でございます。

その際に、地域型バイオマス、地域活性化の重要性ということもあわせて委員会の中でもご指摘

を多々いただいていたところでございますので、これについてはこの出力制御の順番における配

慮を行いつつ、さらにこの実際の事業の成り立ちがなかなか難しくなってまいりますような燃料

貯蔵の困難性、技術的制約等による困難なケースについては、出力制御を求めない、受けないと

いうケースを設けるということも整理してございます。 

 では、太陽光・風力に対する出力制御とバイオマスについて、それぞれ分けてご議論を進めて

いただきたいと思います。まず、太陽光・風力について、６ページ目から具体的な新ルール案と

いうことをお示ししてございます。まず最初に６ページ、こちらは今現行では500キロワット以

上というものを出力制御の対象の範囲として定めているわけでございますが、制度導入当初、電
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話による連絡を想定しておりまして、系統の運用上、まだ量もさほどないという状況から、500

キロワット以上の設備で十分だということで整理してございましたが、右下のグラフでごらんい

ただけますように、既にこの２年間の中で、特に500キロワット未満、中規模な部分を中心に、

認定量ベースが非常に高い伸びを示してございます。今後、出力制御の対象の見直しを行わない

場合、導入量自体についての限界が近いうちに生じてしまうということを考えますと、今回の見

直しの中で、500キロワット未満の発電設備を出力制御の対象とするべきではないかというのが

今回の整理でございます。なお、ここについては、先ほど申し上げた繰り返しになりますけれど

も、住宅用太陽光についての一定の配慮を行いたいと思っております。試算の結果、ここにござ

いますように、中国・四国・沖縄で仮にこれをやった場合の接続可能量の増大効果の試算結果を

示してございます。 

 これを実現するためには、７ページでございますけれども、今のような電話での対応ではなか

なかうまくきめ細かに発電事業者の立場でも電力会社の立場でもコントロールすることは難しい

と思われます。現在、双方向通信は技術的には相当進んできているところでございますが、一方

で機器のアベイラビリティーという面でいいますと、まだ準備が整ってございません。ただ、今

回の見直しの中で、今後のこのシステムの導入に向けまして、時間単位でのきめ細かな出力制御

を実施するために必要な設備及びその費用負担について、発電事業者に対して、接続に当たって

の導入をお願いするということにさせていただければと考えてございます。現在、製品の開発は

半年から１年ぐらいかかるようでございますし、実際にこの遠隔操作のシステム自体ができ上が

るには１～２年かかると考えてございますが、実態の運用から考えますと、そのでき上がった際

の導入ということを約していただいた上での接続という形を考えてございます。 

 この仕組みを前提とした上で、８ページでございますが、現行での30日ということについて時

間単位で考えるということを対応案として示してございます。ここの説明として書いてございま

すように、現行では、30日という日単位での出力制御を前提として、電話でのやりとり、指令と

いうことを前提とした出力制御という認識が事業者・電力会社の中であるやに伺ってございます。

その中で、今後、時間単位でということになった場合、この30日ということを太陽光についてい

いますと、夜間には発電できないことでございますので、360時間、風力につきましては720時間

ということを上限とした形に整理したいと思ってございます。この場合も、下にございますよう

に、北陸・中国・四国といった地域でこれを導入した場合の今後のさらなる拡大量ということを

試算結果としてお示ししているものでございます。 

 なお、先ほど松村委員からご指摘がございましたように、この30日ルールなるものの対応を例

えば360時間にするということ、さらにはこの30日というものを年単位で考えるか年平均として
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考えるかということについて、私どもも委員からのご指摘を踏まえまして真摯に検討させていた

だいてきているところでございます。今回の委員会に至る過程でも、それぞれの委員に事務局で

お邪魔させていただいたときも、明示的にこの点、それぞれの委員の方々のご意見、ご指摘を頂

戴してまいりました。特に、我々事務局といたしましても、最大限再生可能エネルギーを導入し

ていくという方向性については、何ら変わるものではございません。ただ、一方で、法令の安定

性、事業者における予測可能性というその制度への信頼性ということをあわせて確保することも

大変重要だと思ってございまして、後ほど補足のご意見をいただければと思いますけれども、法

律のご専門家の委員の先生方及びこの事業をやっていらっしゃる実務の方々の実務での認識とい

うことのご意見を頂戴して、総合した中で、現行の中でこの解釈の確認という形で、確認解釈と

しまして、360時間もしくは年平均という形を置くのはなかなか難しいのかなというのが、今回

整理しましてお示ししている案でございますが、ここはまさにこの委員会の中で各委員からご指

摘いただきながら取りまとめに移れればと思ってございます。 

 その上で、９ページでございますけれども、この上限量というのが系統ワーキングでお示しい

ただいて、これをきょうご披露いただいたところでございますが、この検証結果、これは太陽光

が中心になるわけでございますけれども、この接続可能量というものを超過した場合でございま

す。一方では、もう投資してしまって、つなげないという方もいらっしゃいます。これから計画

を考えていらっしゃる方々もいらっしゃいます。そういった方々に、出力制御を通じたリスクを

認識した上で接続事業の開始ということが道として開かれていくことも非常に重要だと考えてい

るところでございまして、その場合の対応といたしまして、現在、北海道電力で既に実施してお

りますけれども、指定電気事業者制度というものを活用いたしまして、年間と書いてございます

が、年30日という上限を超えた形での無償での出力制御が可能となる仕組みへそういった地域に

ついては移行していくことを考えてございます。その場合は既にいっぱいになっている地域にな

るわけでございますので、ここまでご説明してまいりましたような500キロワット未満の発電設

備に対する対象拡大という話とか、時間単位での出力制御、さらには遠隔出力制御システムの導

入といった今般のルールの見直しにつきましても、この指定電気事業者制度のもとでの導入につ

きましては、これを前提としたものということにしていくことかと思ってございます。②にござ

いますように、これは委員会の中でも多々ご指摘を頂戴しておりますけれども、この出力制御に

関する予見可能性、透明性の重要性というのもしっかりと踏まえて対応することが重要かと思っ

てございますので、将来の出力制御の見通し、実績といったものについては、これを実施する各

電気事業者の皆様方には情報提供を速やかに行っていただくように制度的な対応をしたいと考え

てございます。 
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 なお、これはこの前の資料１に関する議論の中でもございましたが、系統ワーキングの検証結

果というのは現時点で考えられる上限量の整理でございますので、これはいろいろな状況におき

まして、後にございますように接続枠を確保したままつながっていかないという事業については、

できるだけ早くこれを排除していって、接続枠というものをふやしていかなければいけないとい

う問題もございますし、連系線の活用というのはシステム改革の中で今後ある一定の期間の中で

進んでいくことが予測されます。もちろん原子力の話もございますし、需要の変化を今後どう見

通していくかというのも大きな要素でございます。こういったさまざまな事情の変化の中で、系

統の中で、これは再生可能エネルギーに限った話ではないわけですけれども、あらゆるエネルギ

ーの活用ということが可能な枠というのが今後出てくることが想定されます。その状況におきま

して、再生可能エネルギーの導入の新たな割り当て、導入ということが必要になってくるわけで

ございます。その際には、今回、累次ご議論いただきましたように、地熱・水力といったベース

ロードへの優先的な配分ということもありますでしょうし、バランスある導入拡大ということが

大変重要なことだと思っておりますので、その点をこの接続、事後的なステージの対応として整

理させていただいてございます。 

 また、そのときに、その上で書いてございますが、これは例えばなので、また今後委員会の中

でご議論いただければということも考えてございますが、今後、できるだけ低コストでというこ

とも重要な要素になってまいります。一種の入札といいますか、条件を競争的に行うことによっ

て導入の残り少ない状況になった場合に対応するということも案としてはあり得るのかなという

ことで、案としてこちらにお示ししたところでございます。 

 あと、出力制御、太陽光・風力について、10ページ、最後になりますけれども、適用時期でご

ざいます。原則、省令施行後に行われる接続に関しては、改正後のルールを適用する。これは原

則で当然のことでございますが、一方で、既に進めていらっしゃる事業者さんとの期待値との関

係もございますので、既に施行前に申し込みを済まされた方々については、これを守る観点から

現行ルールの適用ということが一つの整理かなと考えております。一方で、指定電気事業者に移

行してしまった場合、もういっぱいでございますので、その場合は新ルールのみでの対応という

ことにせざるを得ないのかなと考えてございます。 

 なお、ここも各委員からもご指摘がございましたけれども、それでは既に入ってしまった発電

設備についてはいかなる対応をすべきなのかと。さらなる最大導入をしていくことを考えていく

場合には、既存事業者に対しても、これはあえて遡及的と申し上げますけれども、遡及的な形で

の適用を考えなければいけないのかもしれません。それを今回の運用上の措置としてやっていく

べきかどうか。事務局としては、運用上の措置としてはなかなか難しいのかなというのが10ペー
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ジの下のところで書いたものでございまして、ここについては、今後仮に法律的な議論が進んで

くる場合に、法的措置も含めて、また改めてご議論いただく必要があるのかなというのがここで

の整理でございます。 

 11ページ、12ページ以降、バイオマスに関する出力制御を整理しております。バイオマスは、

冒頭整理を申し上げましたけれども、発電の形態によって多々様々ございますし、燃料を焚くと

いうことから、一方で時間的な調整が可能な特別な発電形態でもございます。なので、その状況

をよく踏まえた上で、きめ細かな出力制御のルールを今回案としてお示ししたところでございま

す。 

 12ページでございますけれども、一つは、地域型バイオマスと今回書いてございますが、地域

に賦存する資源を有効活用するということの重要性は何度もご指摘を頂戴しているところでござ

いますので、これを優先的に取り扱っていくことができないか、出力制御をするときも優先的に

取り扱って、余り制御がかからない形で適用できないかということでございます。一つは、木質

バイオマス、農産物残さ等を活用した専焼、混焼ものなのでございますが、こういったものは地

域に賦存する資源、未利用の間伐材とかもみ殻といったものがございますが、こういったものを

主に使うといったものに限定した形で考えますと、燃料調達の自由度が低いわけでございます。

前回お示ししましたけれども、この調達というのが非常に大きな発電を継続するような課題にな

ってございますので、そのことで必要以上に苦しめてしまうことによって、事業が成り立たない、

もしくは再エネの発電事業が進んでいかないということになるのは避けなければならないという

のがここでの一つの整理でございますし、同様なことは、メタン発酵ガスは地域から収集された

家畜排泄物などを燃料としているわけでございますが、これもあわせてその調達範囲には限定が

ございます。一方で、ガスホルダーの容量には数時間というのが、これは大きくすれば幾らでも

なるとは言えるものでございますが、現実的な地域の規模ということを調べれば調べるほどなか

なかその限界があることもわかってきているところでございまして、そこへの配慮が必要になる

のかなと。 

 次に、一般廃棄物、これはいわゆるごみ発電になるわけでございますけれども、これももちろ

ん自治体さんのほうでやっていらっしゃるような家庭排出ごみの燃料でのもので、地域限定のも

のです。同時にごみ処理の連続性ということを考えますと、なかなかその制御の対象の処理のや

り方というのは難しいという面があるかと思います。こういった特性をちょっと踏まえたい。 

 さらには非地域型ということでまいりますと、一番この通常発電の延長でなされるのは、この

③で書きました化石燃料の混焼発電、石炭火力との混焼というのが一番多いわけでございますけ

れども、その既存化石燃料との中でバイオマスを混焼する形でというものについて申し上げます
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と、燃料調達の自由度が非常に高うございます。コントロールすることによる調整電源としての

活用可能性が高いということを認識しております。一方で、その次にバイオマス専焼ということ

を考えた場合につきましても、その燃料がＰＫＳとか輸入材等一般木材を燃料としているような

非地域型と先ほど申し上げたような木質の農作物の地域を８割使っているような燃料発電という

ことでないものについていいますと、比較において調達自由度が高いということで、調整電源の

活用が可能になるのかなと思ってございます。 

 それを受けまして13ページに整理させていただきましたものは、「具体的には」のところで書

いてございますけれども、出力抑制といいますか、調整なのでございますけれども、この順番か

らしますと、逆に③、②、①と下から上へということになるわけでございますが、まずは化石燃

料の混焼型、次に先ほどの非地域型バイオマスの中の②に相当するバイオマス専焼発電、それを

やった後に地域型バイオマス発電という順番になるのかなと。ただし、その場合、この①の「ま

た」で書いてございますが、燃料貯蔵の困難性、技術的制約等によって出力制御が困難な場合、

こういうケースについては制御を行わないという配慮が必要になるかということで、ここに一定

の配慮の例外を設けるということにしてはどうかと考えてございます。 

 なお、この地域型バイオマス発電というのは、14ページ、15ページに書いてございますが、今、

農水省のほうと綿密に議論・調整を進めてきているところでございまして、この判断基準としま

して、燃料全体の８割以上を想定とした地域資源の活用、地域の関係者の合意の上での安定供給

体制が確保されているという一定のサイクルができているものということを念頭に考えていきた

いと思ってございまして、まさに今年成立・施行されております農山漁村における再生可能エネ

ルギーの導入促進法の計画認定のスキームとうまく連携をとりながら、この対象範囲を画してい

くということを考えてございます。 

 最後、この資料２のところにつきましては、今、現行の系統を前提としたということで話を進

めているわけですが、今後の拡大を考えていきますと、前回にもお示ししましたように、系統そ

のものの見直し、拡張、整備、運用の活性化ということが必要になってまいります。ですので、

この17ページに、ここではこれ以上は触れませんけれども、出力制御のみならず、系統そのもの

の活用ルールや増強についても検討を進めていきたいと考えております。一方で、全ての電源、

これは再生可能エネルギーのみが使う系統ではございませんので、そう考えますと、増強に関し

て申し上げますと、多額の費用と長期期間ということを考えたときの安定供給と国民負担という

こともあわせて考えていきたいと思っております。 

 方向性としては、この下のほうに書きましたように、電力会社単位で今回も試算し、つくって

いるわけでございますが、今後の姿から考えますと、日本全体で有効に活用していくという仕組
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みに変わっていかなければいけない。そういう広域的な系統利用を可能とする仕組みを構築する

という方向性をお示しして、こういう方向性での議論を進めていきたい。その際には優先給電指

令とか地域間連系線の利用ルールの見直しをする。ただ、これを実現するには、電力会社間の精

算ルール、誰が誰に売って、その場合にどの電源を抑制して、どう生産・抑制コストについて誰

が負担するのかということを電力会社相互間、及びこれは託送料金なのか、もしくは特定負担と

して賦課金のほうで処理すべきなのか、さまざまな論点があわせて講じられてくるわけでござい

まして、今後、広域的運営推進機関のほうで具体的な整備の議論が進むわけですけれども、それ

に向けて、増強方針及び活用方針は、エネルギーミックスの議論を踏まえつつ、あわせて議論し

ていきたいと考えてございます。 

 その後ろの資料は、これまでの議論もしくは他のワーキングでの議論を参考として添付してい

るものでございますので、ここでは省略させていただきます。 

 引き続きまして、すみません、説明が長くなって恐縮でございますが、資料３に移らせていた

だきます。こちらは、調達価格の適用の適正化とか、滞留案件の速やかな接続、さらには自治体

への情報提供にあるトラブルの防止といった、過去２回ほどこの委員会の中で詳細にご議論、ご

指摘を頂戴してきているものでございます。 

 これまでの議論を整理しましたのが１ページ目でございます。まず、調達価格の適用の時期及

び適用のあり方ということについていいますと、設備の仕様やコスト構造が最終決定する時点に

限りなく近い形で調達価格が決定するという方向については、これまでも何度も確認をいただい

てきたところでございます。ここで「運転開始時」か「接続契約時」かということにつきまして

は、前回もご議論をいただいているところでございますし、松村委員からも、各委員から具体的

にどちらがいいのかということをしっかりと宣明いただいた上で最終的な結論を得るべきだとい

うこともございますので、ここもあわせて、今回のプロセスの中で各委員にもご議論を頂戴しな

がら案をまとめたところでございます。 

 そういう意味での議論とした場合に、この１つ目のチェックのところで書いてございますが、

「運転開始時」というのが理想的であるというお考えの方向性については、事務局も含めて、国

民負担の軽減という観点では、ある一定の見え方がしているかと思っております。他方で、再エ

ネの最大導入を進めていくということとのバランスをどうとるかということを考えなければなら

ないということも、これまた各委員の先生方、事務局も含めて同じ意見でございまして、その中

では、現行の法律の仕組みの中で、年単位で、年度ごとの価格決定がなされるということが、欧

州での複数年度、将来の予測を可能な形で示される「運転開始時」というのと、若干資金調達面、

再エネの導入という面で考えていくと、ややその要素も配慮しつつ考えていった場合、今の現行
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制度上、「接続契約時」ということを進めていくべきだと、最終的に事務局としては案をお示し

するところでございます。これがまず１点目です。 

 あとは、ここから以降はこれまでの議論のさらに延長でございますけれども、設備の変更につ

いて、予測可能性ということも配慮しつつ、これまで太陽光を対象として議論しているわけでご

ざいますけれども、基本仕様の変更があったり、出力の増加があったりという基本的な部分が変

わる場合については、調達価格は変わるべきだということ。これは、運転開始後についての議論

も同様の考え方であるということ。そして、滞留案件の処理についても、その後に負担金の支払

いとか、運転開始がなされない場合について、これを解除していけるような仕組みをつくるとい

うこと。こういったことについては大体議論の方向性がそろっていたかと思ってございますし、

自治体に対する認定情報の提供、これは前回も自治体の皆様方からのご意見として、幅広く提供

いただきたいということについてもご意見を頂戴しているところでございますので、今回の案と

させていただいております。 

 具体の案をそれぞれちょっとご説明してまいりますと、２ページがまとめたものでございます。

その上で個別の話を整理していきますと、３ページが、まず調達価格の適正化、調達価格の決定

時期ということについてでございますが、本日お示しします案は、「接続申込み時」を「接続契

約時」に変更すると。電力会社の理由で、これは前回９カ月ということで一つの例としてお示し

しましたけれども、申し込みから270日を経過しても締結に至っていない旨の証明があれば、そ

の時点での調達価格を決定するという案にしてございます。 

 なお、この適用の時期でございますけれども、現在、非常に認定に時間がかかってございまし

て、大体申請から標準処理期間は従来１カ月としていたわけなんですが、現状において既に１カ

月では間に合わない状況になってございます。年度末、昨年の例を考えていきますと、そのペー

スからすると、２カ月あって何とか処理できるかどうかということで、今、現場では戦々恐々と

して今後対応していくわけでございますけれども、最低限の周知期間とあわせて考えていきます

と、認定を受けた後の申し込みということを念頭に置いていらっしゃる事業者さんとの関係を考

えますと、この適用についていうと、平成27年４月１日以降の接続申し込みから、もしくは接続

から、この新ルールを適用するということの整理にしているものでございます。 

 次に、運転開始前の設備変更、４ページでございますけれども、まず出力の増加について、そ

の場合、変更時点に調達価格に変更するということでございますが、ご指摘いただきました、発

電事業者の責に帰さない変更というものにつきまして、電力会社の接続検討の結果に基づく出力

増加というものは、本人の帰責性がございませんので、例外としたいと思います。また、期間が

すごく短く導入されておりまして、実際、実績を見ましても、軽微変更として処理されたこの例
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というのは数％以下という非常に小さいものでありますいわゆる住宅用の太陽光についても、こ

の適用については例外扱いとしたいと思っております。 

 太陽光の基本仕様につきましては、メーカー、種類、変換効率というものを変更要素として捉

えようと思ってございますけれども、その例外としまして、メーカーが当該太陽電池を製造しな

くなったということの証明がある場合、それは倒産である場合、事業譲渡である場合、こういっ

たことの証明に基づく例外措置というのが一つあるかなと。 

 同時に、これは前回お示ししてございますが、変換効率の向上について申し上げますと、大体

半期ごとに後継機種がどんどん出てまいります。若干の出力の増加がございます。ですので、こ

れをとめてしまいますと、結果的に科学技術の進歩、より効率のよいものの導入というのは進ま

なくなってしまいますので、ここについては、出力の増加は別途捉えてございますので、パワコ

ンにおいて抑制がされている限りはここについては例外扱いとしてよいのではないかと考えてご

ざいますし、住宅用太陽光については先ほどと同様の整理としているものでございます。こうい

った確認については、先日ご指摘がございましたけれども、実際の導入時、接続時において一致

確認をすることで、電力会社のご協力を頂戴したいと思ってございます。 

 次、５ページのほうは、運転開始前の設備変更についてのものでございますが、こちらについ

ては、すみません、これは今のところの延長でございますが、適用時期については、既に認定済

み・運転開始前のものにつきましても、設備の変更、その後の事情のものでございますので、こ

れについては新ルールの施行後に伴う変更から適用するということとしたいと思っております。

計画期間としては、最低限として２月１日以降、本日ご了解がもしとれましたら、整理がされた

上で速やかにパブリックコメントにということを考えておりますので、余り時間の余裕はござい

ませんけれども、大体２月１日以降というぐらいのタイミングを考えてございます。 

 手続面のところで若干補足いたしますと、今180日ルールということで、土地・設備の確保と

いうものがないものは失効するという整理をしてございますが、この設備の変更についても、変

更後の設備の確保ということについては、同様の180日ルールの適用ということとするのは、原

則どおりかなと考えてございます。 

 めくって８ページ、こちらは運転開始後のほうでございます。これはもう前回ごらんいただき

まして、特段ご議論、ご異論はございませんでしたけれども、増加につきましては別設備として

の認定としまして、その時点での調達価格、別の扱いということを原則とさせていただきたいと

思ってございます。こちらのほうは、一定の事業計画が既に進んでいるという部分についての取

り扱いがございますので、前回、委員からご指摘がございましたけれども、そういう状況のもと

で４月１日以降の変更申請からということで整理してございます。 
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 次の空押さえといいますか、滞留案件の防止について申し上げますと、７ページ、これも前回

お示ししたものを具体の案として書かせていただきましたけれども、まず各電力会社の接続ルー

ルの見直しを行って、接続枠の確保の時点について、接続契約の締結時点ということで整理する

方向で、各電力会社の皆様方と調整を進めたいと思っております。その場合、契約に基づきまし

て、工事負担金を１カ月以内に支払わない場合、事前にご連絡を頂戴している予定の運転開始ど

おりに開始が進まない場合、これを契約解除の条件とし、それを前提とした接続拒否ができるよ

うな形でのルール面での手当てということを今回しっかりととることで、案としてお示ししてい

るものでございます。 

 最後、地域トラブルの防止というところにつきましては、前回お示ししたものでございまして、

必要な認定情報はできる限り幅広く自治体の皆様方にご提供するとともに、具体的なトラブルに

なり得るさまざまな法令面での詳細情報、現状での手続情報についてご提出をいただくというこ

とにしつつ、その情報を必要な範囲で自治体に提供することによりまして、適切な健全な形での

事業の実施ができるような仕組みを確保していきたいという案をお示ししたところでございます。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 丁寧に説明していただきましたけれども、説明の中にあったように、来年の１月と２月とか、

あるいは４月とか、早急に対応を打つという提案でございますので、きょうの会議で一定程度の

結論を得る必要がございます。ということで、今のご説明についてご意見、ご質問等をいただき

たいと思います。いつものように、発言ご希望の方はネームプレートを立てていただければと思

います。 

 先ほどの説明の中にもありましたし、高村委員は11時にご退席と伺っているのですが、よろし

いですか、特に。先ほど松村委員が提起されたことの法律的な部分でのご説明をある程度いただ

けると伺っているのですが、それを含めて、では名札の立った順番にまいりたいと思います。こ

れも、では小野委員からまいりましょう。 

○小野委員 

 ありがとうございます。本日の資料等につきましては、私の名前で資料を提出しておりますの

で、詳細はこちらを見ていただきたいのですが、先に本件に関する件で２枚目のほうからちょっ

とお話をしたいと思います。 

 今回、資料３で固定価格買取制度の運用改善について詳細にまとめていただいておりますが、

今回の運用改善案というのは、これまでに顕在化したさまざまな課題に対する現行法の範囲内で
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の応急的な措置であって、本質的な問題解決のためには、法改正を含む抜本的な制度見直しを行

う必要があると思います。 

 また、今回の運用改善の目的が国民負担の適正化であるということから、今後の新規の案件に

ついて制度上の抜け道を許すことがないことはもちろんですけれども、既存の案件についても可

能な限り運用改善の対象とできるよう検討していただきたいと思います。 

 それから、資料３の最後のほうの情報公開についてですけれども、これまでの委員会でも、自

治体に事前相談がなく違法に開発されている事例とか、景観に関する住民とのトラブル等の事例

が紹介されたわけで、これは、今回ここは自治体については情報を公開するということが示され

ました。１点ちょっとわからなかったのが、この資料の中で、自治体に対する情報公開の中に

「認定案件の詳細情報（設置者）」となっているのですが、前回の会議で自治体の代表の方から、

これは代表者名もといった話があったのですが、これを含むのかどうかというのをちょっと教え

ていただきたいと思います。 

 それから、前回の会議でも私は申し上げましたけれども、自治体に対してはこういう形で情報

公開が進むのですが、一方で、一般国民といいますか、何人に対しては情報公開法上秘密情報に

当たるという見解が示されたと思いますが、これについては本当にそうなのかというのは一度考

えていただきたいと思います。住民等とのトラブルも発生しておりますので、こういった情報公

開についてはぜひ前向きにご検討いただければと思います。 

 それから、大事なことですが、１枚目にちょっと戻っていただきまして、年が明けると、来年

度の調達価格を決定していく委員会が始まっていくということが予定されていると思いますが、

それに向けてちょっと１点意見を申し上げたいと思っています。ことしの３月の異常な量の設備

認定や、それに続く電力会社による系統回答保留問題などの混乱を招いた原因の一端は、非住宅

用太陽光発電に対する調達価格の設定にあったと考えられます。本年度までと同じような手法で

次年度の調達価格が設定されるとすれば、さらにこの問題は拡大する可能性が高いと思います。

来年度の調達価格については、これ以上の混乱の拡大をさせないという観点から、この委員会で

のいろいろな議論あるいは賦課金の急激な拡大の状況や系統能力をはるかに超える設備認定の状

況を勘案して、ぜひ決定していただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 工藤委員、お願いいたします。 

○工藤（禎）委員 

 ありがとうございます。まず出力抑制についてなんですけれども、これまでも委員会にて意見
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を申し上げているとおり、既存案件への遡及適用については避けるべきだと考えております。こ

の点については、再度この場で申し上げたいと思います。 

 先ほど松村委員より、現行法でもそういう解釈が可能というお話がございましたけれども、私

どもは、当初いろいろな検討をさせていただいておりますが、そのようには理解しておりません。

また、法律の専門家の皆様から見ますと、さまざまな解釈というのはあるかもしれませんけれど

も、現状こういった形で多くの人がそのような理解で進めている中で、大きく皆さんの理解とは

違うことを進めれば、以前にも申しましたけれども、日本の信用リスクにもつながることだと思

いますので、十分に検討というか、注意しながらやらなくてはいけないと思っております。 

 また、その中で20年間の年平均にするという議論がございましたけれども、私自身は、年平均

にしてしまっても、確かに接続可能量はふえるのですが、事業者として参加するハードルが高く

なって、普及が進むとは一概には言えないのではないかと思っております。例えば、年720時間

を20年間ということですけれども、極端な話、これが集中して行われたケースを考えながら金融

機関としてはファイナンスを組むわけですが、そうなってくると、当該期間は売り上げが立ちま

せんので、その期間にきちんと設備を維持できるコストとか元利金を返済する金額をあらかじめ

例えば積み立てをしてもらうとか、そういったことが必要になります。このようなことは非常に

グローバルスタンダードからも離れておりますし、事業者様としては非常に参加するハードルが

低くなっていて、繰り返しになりますが、接続可能量がふえても、普及が進む策とはならないの

ではないかと思っております。 

 あと、資料２でまいりますと、指定電気事業者の部分ですが、余剰風力など、大型の陸上風力

について、接続申し込み量が接続可能量を上回る場合は指定電気事業者にならなければ接続して

もらえないことになりますので、これから本当は大型のものが進んでいくという中で、開発の冷

や水にならないよう一定の配慮が必要ではないかと考えております。 

 それから、優先給電の議論なんですけれども、今回の系統ワーキングのシミュレーションをも

とに議論がなされていて、再生可能エネルギーの接続可能量について決められていくのかなと思

うのですけれども、これは先ほど冒頭にも系統ワーキングからご説明もありましように、あくま

で現行ルールに従うという制約のみを課した状態で試算された数値だと認識しております。12月

16日の系統ワーキングの議論でもあったように、石炭火力を調整電源に使うなど、電力会社のオ

ペレーションに相当な負担をかけてしまうのではないか、本当に対応可能なのかと、これは電力

会社の皆様が見ておられるので大丈夫ということなのかもしれないのですけれども、その不安が

あります。また、費用負担の観点から、国民に過度な負担を強いる形になっていないかという点

についても、検証する必要があるのではないかと思っております。 
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 また、今回のシミュレーションの前提は現行ルールのもととなっておりますので、火力発電に

ついては最大限抑制した上での試算が行われていると理解しています。しかし、石炭火力は、エ

ネルギー基本計画において、安定供給性や経済性にすぐれた重要なベースロード電源として位置

づけられております。したがって、そもそも石炭自体について優先給電の対象すべきではないか

という議論も、将来エネルギーミックスの議論の中で出てくることもあるのではないかと思って

おります。本件は、新エネ委員会であるので、再エネの最大導入と国民負担の抑制の両方を勘案

して行っていくということだと思いますが、今回、国民負担の議論なしに、エネルギーポートフ

ォリオ全体の将来の選択肢を狭める、部分最適が全体最適を支配するようなことにならないかと

いう点は留意する必要があると思っております。 

 系統ワーキングのシミュレーションは将来の電力コスト、国民負担検証がなく、エネルギー基

本計画上の石炭ベースロードという記載が加味されていないシミュレーションであることは、留

意しなくてはいけないのではないかと思っております。 

 先ほども申しましたように、ルールの遡及変更というのはやめるべきだと思っております。そ

のためにも、安定的に運用できる予測可能性を持った制度づくりというのが重要でございまして、

それを達成するためには、全体観を持って、国民の負担も示した上で、国民の合意形成が図られ

るであろう見直し内容とするようにしていただきたいと思っております。 

 それとあと、資料３のほうでございますが、売電単価の適用時点ということでございますけれ

ども、現状の１年ごとの価格決定方式ですと、価格決定が運転開始にしてしまいますと、前回も

申しましたが、経済性の予見がなく、事業をする方にとっては、現状の決め方ですと、参入ハー

ドルが非常に高くなってしまいますので、現状の中では接続契約時点に変更するということでは

ないかと思っております。 

 また一方で、風力、地熱、バイオマス、水力等、開発のリードタイムが長く、各種事前調査に

係る支出なども多額になるケースもあるので、事業性を左右する調達価格の決定タイミングを、

こういったものについては前倒しする等の配慮も必要なのではないかと思っております。 

 また、設備変更の厳格化については、事業者の帰責でない事由によるものというのは適用対象

外にしていただいていますので、国民負担の抑制という観点からも異論はございません。 

 また、接続契約の解除についてでございますけれども、今回、モデル契約というのは接続契約

と売電契約が一緒になっておりますので、もし270日ルールがあるのであれば、一般的に接続契

約よりも売電契約の交渉で電力会社との交渉が長引くことも多いと聞いておりますので、場合に

よってはこれをばらばらに、接続契約と売電契約を分けて270日ルールを課していくということ

も検討してはどうかなと思っております。 
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 以上でございます。 

○山地委員長 

 佐久間委員、どうぞ。 

○佐久間委員 

 まず、太陽光発電所の見方なんですけれども、太陽光発電所というのは、イニシャルコストは

非常に高いんですが、エナジーコストというのはほとんどゼロなので、設備コストの回収ができ

た後は、電力市場で極めて高い競争力が持てる。電力の質はもちろん問題としてはあるのですけ

れども、そういう発電所でありますので、設備コストの回収さえできれば、これから日本が目指

している電力システム改革での自由競争マーケットでも十分やっていける、そういう電源だと考

えています。 

 それで、今ヨーロッパでは電力市場があるわけですけれども、マーケットがゼロになるときも

あって、それは、太陽が照って、風が吹いて、そのときに補助金分だけマイナスでビットする人

もいますので、電力価格がマイナスになることもあるんです。ですから、そういうことも踏まえ

て、石炭だきとか、そういう火力の調整電源をいかに維持していくかということも、これから考

えていかなければいけないということだと思います。事実、２、３日前のニュースでもあったの

ですが、ドイツのイーオンという会社が、自分たちは再生可能エネルギーと配電部門だけ残して

火力発電は全部売ると、そういうデシジョンをしている電気会社もありますので、そういうこと

も念頭に置いて制度設計をしていくべきだと思います。 

 次に、抑制のところですけれども、まず私も、工藤委員もおっしゃっていましたが、レトロア

クティブにかえるというのは、これはよくないと思いますので、日本の信用にもかかわりますし、

やめてほしいと思います。 

 それで、これから電力市場で我々が一番考えなければいけないのは、創意工夫をすれば、資金

がなくても十分事業がやっていけるような、そういう環境をつくることが重要と考えています。

大企業とか、そういう資金力のある人がその優位性をもってマーケットを支配するのではなくて、

創意工夫のある人が活躍できるような市場を考える必要があって、それには融資というのが非常

に大事になるんです。ですから、融資がつきやすい制度設計が必要になります。そうしますと、

接続時期とか、融資がつきやすい制度設計をする必要があると思いますので、前回も申し上げた

かもしれませんけれども、そこも改めてもう一度申し上げます。 

 それから、事業者から見た場合には、比較するのが日本の制度設計だけではなくて、他国の制

度設計と比較して、どこに投資するかを考えていきますので、他国との比較においても日本の制

度設計が劣後しないようにしないと、いい事業者は逃げていくと思いますので、そこもちょっと
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ご配慮いただけたらと思います。 

 それから、抑制ですけれども、年平均ということになりますと、今、工藤委員がおっしゃった

ように、電力会社が太陽光発電事業者を潰すという表現はよくないですけれども、うまくいかな

くなるようにするには、ある一定期間発電を抑制すれば潰れていくわけです。資金力がない人は

特に潰れていきます。ですから、例えば20年で年30日ということで、極端な例ですけれども、

600日動かさなければ、明らかにその電力業者は潰れますので、小規模な人もちゃんとやってい

けるような制度設計をする必要があります。事実、米国では、ＩＰＰが伸びてきたときに、電力

会社がＩＰＰバッシングと称して、かなり民間の発電事業者に不利なようなことをしました。今、

電力会社は余りいろいろなことは言えないと思うんですが、10年たったときにどうなっているか

もわかりませんし、そういうことが起きないような制度設計をぜひしてほしいと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 では、佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 

 まず、資料２の出力抑制についてのルールの見直しでございますが、この８ページを拝見しま

すと、今後は上限値を太陽光については年間360時間、風力については720時間とすると書いてあ

りますが、この適用期間がちょっと明確に書いていないんです。資料３のほうには適用期間がは

っきり書いてあるんですけれども、私の理解は、これは平成27年４月１日以降の接続申し込みか

ら提供するのか、それとも、この「する」という適用時期についてちょっと明確化していただき

たいと思います。 

 それで、先ほどから議論のある、現行法で30日分とか、年平均で30日と考えられるかというこ

とについては、私は現行法の理解としては、従来の運用からも離れておりますし、法的安定性を

害しますので、法律的にはそういう解釈はできない、解釈変更で実質的に事業者に経済的な損害

を与えるような変更というのは法律上できないと考えております。 

 それから、資料２の９ページ、指定電気事業者制度の見直しも、いつから適用するかというの

が明確に書いていないんですが、ここもどの案件からこのルールを適用するかということを明確

にご説明いただきたいと思います。 

 それで、この指定電気事業者制度は非常に強烈な制度でございますので、安易な運用は本当に

恐ろしいことだと思いますので、いかにこれを例外的に扱うかということについては、対応が必

要だと思います。 

 それから、情報公開については、私は、出力制限全てについて、年間360時間以内の太陽光等
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についても情報公開はすべきだと思いますので、８ページ、９ページの両方とも、インターネッ

トで出力抑制の状況、その必要性については、明確な情報公開を行って、本当に必要な出力抑制

なのかということについて、第三者が検証できるような制度にすべきだと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 では、崎田委員、お願いします。 

○崎田委員 

 ありがとうございます。私は、まず資料２の新たな出力の制御システムのところについて意見

を申し上げたいと思います。出力抑制に関してなんですが、資料２の４ページのところに基本的

な方針というのが書いてあります。私は、今回提示された基本的な方針は、全体的に大事な視点

が書かれていると思いますので、賛同したいと思いますけれども、これを公表するときの配慮と

して、今回、太陽光に関して、住宅用の太陽光も入れる、そして、だからこそ量的に小規模のと

ころもちゃんと対象にするという、私は、内容的には今回そういう小規模なところもふえている

という現実のデータがありますので、それは大事だと思っておりますので、こういう方向性は必

要だと思いますが、太陽光も抑制の対象になるという、それだけが出ると、「えっ」という気持

ちが社会の個人の住宅でつけているような方にも広がりかねないと思いますので、そういうこと

に関しては、ここに書いてあるような出力抑制の順序をきちんと考えて、優先的な取り扱いを行

うのだというところまできちんと情報を込めて発信していただくということが大事なのではない

かなと思っております。 

 なお、バイオマスに関しては、地域に根差した未利用のエネルギーを活用する場合にはきちん

と配慮するということに関して、かなり細かく検討していただいたということを私は大変ありが

たいと思っております。これに関しては、本当に同じバイオマスでもどういう対象がというのが

非常に細かく分かれてまいりますので、今回の資料にあったような農林水産省のいろいろな制度

とか、いろいろなものとうまく連携し、絡めながら、このような配慮が円滑に行われるようにや

っていただくということが大変大事だと思っております。 

 ちょっとまた別の視点なんですけれども、前回お話しした全国400の市町村に対するアンケー

トの結果などを見ますと、地域に貢献するエネルギーはどういうものだと思っているかというこ

とを聞きますと、実はそういうバイオマスだけではなく、住宅用の太陽光とか、地元資本のメガ

ソーラーとか、そういうものに対する安心感とか信頼というのは結構高いということもあります

ので、今後またいろいろなところから意見とか提案などは出てくると思いますが、入り口として

明確にわかるところ、今回の太陽光の住宅なども入りますが、そこの情報提供とか、そういうと
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ころを少ししっかりやっていただくのが大事だと思っております。 

 この資料２の最後のページのあたりに、地域間連系線のところとか、今後の検討の課題が、最

後の20ページのところに今後のことについて出ていますが、私はこの辺を今回公表するときもか

なりきちんと書いておいていただければありがたいなと思うんですが、私たち国民から見ても、

これまで支えていくための費用負担は賦課金だといった頭がすごくあったところですけれども、

それだけではなくて、系統連携を支えていくための費用とか、先ほど私は石炭火力のところで発

言もしましたが、今後バックアップ電源としてどのぐらいきちんと維持していくのかとか、それ

に対して私たち社会はどのくらいの費用を払っていくのかとか、全体システムを運用する上では

大変大事なことになってくると思いますので、そういうこともこれからしっかり検討するのだと

いうことをちゃんと書いておいていただくのが大事なのではないかなと思っております。 

 最後の資料３に関してですけれども、これまでいろいろとこの運用の新しいルールに関して、

私はこの提案書の内容に関して賛成の意思表示をしておりますので、きょうは最後の情報提供の

ところだけ一言意見を申し上げたいと思います。 

 資料３の最後のページあたりの８ページ、地域トラブルの防止のための自治体に対する情報公

開というのは、前回も発言いたしましたが、今、自治体が地域のこういうエネルギー事業者の状

況を把握しているかというと、アンケートでは17％の方しか「把握している」と答えていないと

いう状況ですので、きちんと情報公開していただくのが大事だと思いますが、先ほどほかの委員

からのご意見にもありましたが、私たち市民もきちんとこういう情報にアクセスできるようにな

るという方向性で検討は続けていただきたいと思っております。 

 なお、こういう自治体の皆さんとの情報交換をやっていますと、データの情報が得られるとい

うだけではなく、こういう地域のエネルギーの状況に関して、きちんと一定の地域で自治体ごと

に情報交換できるような場が欲しい、そういう場があればうれしいといった意見も多いというこ

とを申し添えておきます。今後の検討課題として、考えておいていただければありがたいと思い

ます。 

○山地委員長 

 清水委員、お願いします。 

○清水委員 

 日本商工会議所です。私からは、新ルールの既存事業者への適用、遡及適用に対する考え方に

ついて申し上げておきたいと思います。 

 既存事業者に対する事後的な変更を積極的に行うのか、それとも行わないのか。私としてはぜ

ひとも進めていただきたいと考えておりますけれども、それを行う場合の法的なリスク、それか
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ら事業に与える影響を具体的にどのように調査する方法があるのかなどについて、事務局のほう

で検討した結果をぜひとも今後ご教示いただきたいと思っております。 

 現在、商工会議所の中で法律家の先生を交えて、遡及適用の可能性についてさまざまな角度か

ら議論を重ねているというところでございます。例えばですけれども、買取価格に関するルール

などを事後的に変更する場合に、ＦＩＴ法には変更の予告がない、要するに見てとれないと判断

される場合には、どのような法的論拠をもって変更ができるのか、もしくはできないのか。ちょ

っと時間がなくて、きょうまでにまとめることができなかったのですけれども、また機会があれ

ば、日本商工会議所の見解をまとめて文書にして、こちらのほうに提出したいと思っています。 

 それと、先ほど来委員の先生方のご意見を聞いていてちょっと感じたことを申し上げます。遡

及適用というのが日本の信用リスクにかかわるというお話があったかと思うんですけれども、再

エネ導入はプロジェクトファイナンスの中で長期にわたって制度変更リスクはゼロだと見ている

ことのほうが私としては個人的にすごく違和感を感じていて、そのことは最後に申し添えておき

たいと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 高村委員、お願いします。 

○高村委員 

 ありがとうございます。幾つか発言させていただこうと思います。資料１の議論のところも踏

まえてですけれども、今回ご提示いただいている資料というのは、私自身はある意味でポジティ

ブに受けとめております。どうしても出力制御、出力抑制の点が社会的には非常に着目されてお

りますけれども、他方で、とりわけ資料２の後半のところで、国として、連系線の活用なども含

めて、今後、接続可能量を増加するための対策を早急に検討して再エネの最大限導入を図るのだ

ということを明確に示していらっしゃると理解しております。そのことは間違いなく重要なメッ

セージとして示していく必要があると思っております。そういう観点から、特に資料２で書かれ

ております今後の方向性については基本的に支持するものでありますけれども、ちょっと幾つか、

細かいと言ってはいけないのかもしれませんが、重要な点だと思うんですが、申し上げていきた

いと思っております。 

 一つは、資料２のスライド17でございますが、これは今後の方向性について極めて重要な点で

あろうと思っております。ここにありますように、具体的な検討を速やかに開始していただきた

いと思います。検討の際に、実際には電力システム改革小委の制度設計ワーキングのところでも

議論はされていると思っておりまして、ここの委員の先生方も何人か入っていらっしゃると思い
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ますけれども、例えば、大橋先生を初め、再エネの観点からどういう系統でないといけないかと

いったご発言をされているのを伺っておりますけれども、この制度設計ワーキング、それから広

域的運営推進機関などとうまく協力して、ともに検討するような進め方をご検討いただけないか

ということであります。 

 あわせて、ちょっと議論の進め方の点でありますが、系統ワーキンググループもいろいろな技

術的な検討を引き続きされるのだろうと思っておりますけれども、いろいろな外的要因を想定し

ている現行の仕組み、ルールの変更に伴って接続可能量が変わる可能性があるというのは、先ほ

どの議論にあったと思います。そういう意味では、現在示されている接続可能量を、定期的にと

いいましょうか、見直していく、チェックしていくといいましょうか、そういう仕組みが恐らく

必要ではないかと思っております。 

 出力制御の観点でありますけれども、これは質問でありますが、資料２の７ページですが、基

本的にこうした時間単位のきめ細かな出力制御についても賛成であります。それに伴って遠隔出

力制御システムの導入の義務づけというのは必要だと思っておりますけれども、質問は、義務づ

けは既に１月の政省令の改正施行に伴って行われるという想定だと理解しておりますけれども、

実際には一般電気事業者のところでもそれに対応したさまざまなシステム対応等も必要だと思っ

ているのですが、こうした時間単位の出力制御の実施のスケジュール感といいましょうか、タイ

ミングについてどのように考えていらっしゃるかという点であります。これは恐らく接続可能量

にも影響する点だと思いますので、質問させていただきたいと思っております。 

 ３点目でございますけれども、スライドの９でございます。ここで指定電気事業者制度の見直

しについてでありますが、これは佐藤委員からもありましたように、本当に出力抑制が必要であ

って、しかも公平に透明性のある形で行われていることを確認できるような仕組みとする必要が

あると考えます。その意味で、こちらにはかなり透明性を高める、向上させるための施策が書か

れておりますけれども、特に事業を立てられる観点からいくと、将来の出力制御の見通しとあわ

せて、恐らく実績などの必要な情報が示される必要があるのではないかと思います。この点は、

再エネ事業者の新規参入の障害にならないように、必要な情報を極力透明性の高い形で公表して

いくということが必要だと考えます。 

 同じく資料の９ページでありますけれども、ここが非常に大事なところだと思っております。

つまり、接続可能量というのはこれからさまざまな努力によってふえていくということを想定す

るときに、そのふえていった接続可能の枠をどのように配分していくのかという点であります。

この考え方は恐らくここにありますようにルールを検討することが必要だと思っておりますが、

少し細かな点で、「系統の安定的運用への貢献度による入札等」という事例が書かれております
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が、若干この概念も含めて、もう少し精査する必要があるかなという印象を持っておりますのと、

もう一つは、先ほどバイオマスについてもございましたが、地域型の地方自治体あるいは地域コ

ミュニティーがベースとなったような取り組みについては、一定の優先を考えるのも一つの案で

はないかと思っております。 

 そして、質問でございますけれども、スライドの10ページ目でございますが、ちょっと技術的

な質問で恐縮ですけれども、接続可能量が将来的にふえていく可能性があるときに、この指定電

気事業者制度がどのようになるのかということなんですが、つまり、基本的に上限を超過した後

に接続を行おうとする案件について指定電気事業者制度が適用されるということだとすると、そ

の後、接続可能量が拡大した場合には、指定電気事業者制度の適用はまた一度中断するのかどう

かという技術的な点の確認でございます。 

 長くなって恐縮です。松村先生からご指摘のあった点について、まず一つは、法令の解釈とし

ては、もう既に工藤委員、佐藤委員からもございましたが、きょうの資料１の最後につけていた

だいています特措法施行規則の文言を見ても、調達期間の平均で30日とは読めない文言であると

考えます。年間30日を超えない範囲というのを文字どおり読むと、そういう解釈にならざるを得

ないのではないかと思っています。この点については工藤委員、佐藤委員からもありましたので、

これについての追加のコメントはございませんが、他方で松村先生がおっしゃっている点も非常

によくわかりまして、特に九州電力等々を想定しますと、既に接続したものの対応というのが非

常に効いてくるという点をご指摘になっていると思います。その点について、少し知恵を絞るこ

とができるのではないかと。つまり、不利益な遡及適用ではないけれども、例えば既に接続して

いる事業者に選択の余地を与えつつ、しかしながら、30日ではなく時間のルールを適用すること

は一般電気事業者にとっても再エネ事業者にとってもプラスになるので、そうした制度への移行

を促すような制度というものを既接続事業者に対して奨励するのはどうかと思っております。こ

れは、法令の型どおりの解釈はもちろん申し上げたとおりでありますけれども、しかしながら松

村先生のご指摘も非常に重要な視点だと思っておりまして、何らかの不利益遡及にならないよう

な方策というのを検討していったらどうかと思います。 

 さて、申しわけありません、最後でございますが、先般の会合のときに福島県の接続回答保留

の提言について言及させていただきましたけれども、特に福島に関しては、国として再生可能エ

ネルギーを軸としつつその復興・再生を図るということが軸になっているということを考えます

と、とりわけ当面の対応として、今使われていない送電線、特に東京電力の管内に送るために使

われている送電線を利用するというのは、この接続可能枠をふやす上では、対応としては短期に

対応ができるものではないかと思っております。この点について、今の措置にかかわりませんけ
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れども、とりわけ福島の再生・復興にかかわる点については、特段の対応をご検討いただけない

かという要望でございます。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございます。 

 きょうは重要な議論なので、時間をかけてとは思っているのですけれども、実はもう予定の時

間を過ぎたところで、あと、代理で出られている笠原さんを含めて、委員の方７名がご発言を希

望、それからオブザーバーの電事連八代さんもご希望ですから、８名のご発言が予定されており

ますので、効率的な議論にご協力いただければと思います。 

 では、辰巳委員、お願いします。 

○辰巳委員 

 ありがとうございます。一応この今回のご提案に私も根本的には賛意を示したいと思っており

ます。 

 でも、気になる点が幾つかありまして、まず賦課金を負担するということで、深くこういう制

度に関与している国民目線からということで話させていただきたいと思いますけれども、公平性

という点で気になることが何点かあるんです。一つは、先ほどちらっと言いかけたのですけれど

も、出力調整の点で、これを決めるのは電力事業者になるんですよね、多分。だから、そういう

意味では、誰が出力調整をするかといったことを決めるに当たって、きちんとしたルールが必要

ではないかと思っております。それが一つ。 

 それから２つ目が、最前から話題になっております既設の発電事業者と、これから参入しよう

としている事業者、さらには参入事業者の中にも指定事業者制度というものが用いられておりま

すので、そういう人たちに対しての公平性ということです。これからの人たちに関しては、新し

いルールが決まるわけですから、それに従っていただくということですけれども、既設の発電事

業者の既得権というのは法的にはどうにもならないという皆様のご意見ではあるのですけれども、

それならば、もし既設の事業者が当初の価格算定の折に予測したＩＲＲ６％という金額以上の過

剰な利益を得ているということであるのならば、そのあたりをきちんと公開していただいて、予

測した以上の利益というのは、これはルールに反するのかどうかわからないんですけれども、公

正な意味で、今後の再エネ普及のために何らかの貢献をしていただくとか、そのようなことを、

これはルールとしては決められないかもしれないんですけれども、そういう企業としてのＣＳＲ

的観点から、ここで私は言っておきたいということです。だから、きちんと公平にできるかどう

かわからないんですけれども、少しでもそういう人たちにぜひ貢献していただきたいと思ってお
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ります。 

 そういうことも含めて、いろいろなことを決定する当事者に当たる方たちに対し、全て公開し

ていくといったことの義務とか、あるいは場合によれば第三者の関与など、何か検討していくべ

きではないかなと思っております。 

 最後に、価格決定の時期のお話なんですけれども、私もどう考えても運転開始時というのが理

想的であると思っております。当然ですけれども、だけれどもだめだという課題があるのならば、

ぜひぜひ、その課題が資金調達上であるというのであれば、貸付側というのは力がたくさんある

と思うんです、調査能力とか。ですから、そういう人たちに課題克服するようなことをぜひ努力

していただきたいし、ある程度見えてくれば、早急に価格決定の時期も見直すということも検討

の中に入れていただきたいなと思っております。 

 以上です。 

○山地委員長 

 では、馬場委員、お願いします。 

○馬場委員 

 ありがとうございます。大体皆さんが言われたことと同じ意見なんですけれども、とりあえず、

５００キロワット未満まで広げたりとか、こういったご提案いただいたことでいいのかなと思い

ます。ただ、先ほどちょっとありましたように、通信インフラとか制御のインフラとかには時間

がかかるであろうということと、それからこれほど大量のＰＶとかを制御したことがあるのかと

いうと、それはちょっと今までなかったことだと思うので、ポイント、ポイントでそういった意

味では検証が必要ではないかなと。場合によっては、ちょっと立ちどまって、もう少し何とかい

いシステムにしなくてはいけないといったことがあるのかもしれないので、その辺は注意が必要

なのではないかなと思いました。 

 それから、情報公開なんですけれども、ちょっと先般の系統ワーキングのところでも申し上げ

たんですけれども、果たして本当に、どこの発電所を動かしているかとか、そういった細かいデ

ータまで出してしまって大丈夫なのかというのは、僕は非常に心配しています。多分、見る人が

見たら、どういういたずらをしたらどうなるかというのが多分わかってしまうデータだと思うの

で、そういった意味では、情報公開するのは重要だとは思うのですけれども、その出し方とか、

そういったことには注意しないといろいろな意味でそういった社会的な混乱を招くおそれがある

ので、注意が必要ではないかなと思います。 

 それからあと、出力抑制をやったときに、どう出力抑制したのかということを出していくとい

うのがあるんだと思うんですけれども、多分、私は、最初のころは大分ミスると思います。要す
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るに、しなくてもいいのに抑制をやってしまったとか、それは経験を積んで徐々にシステムをよ

くしていくということになると思うので、短期的に見てミスっても、それを責任として、何かお

金をよこせとか、そういったことがないような、要するに担保をとった形でないと、情報公開な

どはちょっと難しいのではないかなと思いますので、そういった、これからみんなでいいシステ

ムをつくっていくのだという視点から運用できるようなシステムにしてほしいなと思います。 

 それから、松村先生がおっしゃった30日ルールの解釈ということなんですけれども、私は法律

的にはよくわからないんですけれども、ただ、みんなである程度公平に負担してこういったシス

テムをつくっていくといった意味でつくったＦＩＴ法とかであると思うので、法律的にはちょっ

と難しいのかもしれませんけれども、先ほど高村委員が言われたように、何かもう少しうまい方

法はないのかということは、これから継続的に検討していってもいいのではないかと思います。 

 それからあと価格決定のところですけれども、私も理想的には運開時だと思うんですけれども、

テクニカルに難しいといったことを現場の方がおっしゃっているということであれば、当面はし

ようがないからそちらのほうをやったほうがいいと思います。何でもかんでも制度の失敗という

ものを現場の方に全部押しつけるというのは僕は余り好ましいことではないと思いますので、そ

ういった意見を組み入れた形の改善をしていただければなと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 予想どおり反対意見ばかりだったわけですが、念のために、まず私が言った意見は、法的安定

性というのは相当程度尊重したというか、重視した提案のつもりです。もし法的安定性というの

を全く無視するのであれば、私はもっといい案はあると思います。もっといい案というのは、既

設のものも含めて全て、平均などということは言わないで、年60日に拡大し、時間制ももちろん

導入し、500未満というところにも拡大するというのがいいと思います。ただ、これはさすがに

法的安定性という観点から見ると、明らかにルールを変え、明らかな遡及適用になるということ

なので、そのような遡及適用をしないでも済む最大限の努力をしてもなお国民の負担が物すごく

大きくなり、大きな問題が生じるというときに、最後の手段としてやるべきものだと考えている

ので、その前の段階として提案したつもりです。したがって、遡及適用ではないということを何

度も何度も繰り返しているのですが、ルールを変えるのではなく、今までみんなが思い込んでい

た解釈というのではない解釈があり得るということを言っているつもりです。 

 私としては、ルールを変えて遡及適用するということのほうがよっぽど法的安定性という点か



 49 

ら見ると問題があるのではないかとは思うのですが、しかし一方で、ここでこれだけ反対されて、

その結果として、誰々が反対した結果として潰れましたということが明確になった後でなら、私

はこれよりもさらに強力な提案を安心してできる。だってこの提案が受け入れられなかったのだ

からということを要件として、今後提案させていただくことになるのかと思います。 

 それで、もう一度よく考えていただきたいんですが、系統ワーキングでも出てきたものでは、

現在の接続可能量というところでやったとして、実際に出てきたところでは、低いところでは実

際の抑制量というのは0.1％から高い年でも６％ぐらいと、もっと上がるかもしれませんが、大

体そんなシミュレーションというのが出てきていた。一方で、この指定電気事業者制度をやって、

枠を超えて入ってくるということをした場合には、この人に対しては最悪の場合50％の電力が出

力抑制の対象になり得るということを事業者が発言しているということは、もう一度ちゃんと認

識していただきたい。それは脅しで過剰なことを言っているとは思いません。実際にはもう少し

少ないのかもしれませんが、50％と６％という差をもう一度きちんと念頭に置いていただきたい。

これから入ってくる人に50％もの出力抑制を押しつける制度であって、このままいったら本当に

そういうことになります。既存の事業者というのは、少ない年なら0.1％、多いところなら６％

ぐらい、指定電気事業者制度をこのやり方でやったとすると、強烈な出力抑制がかかる可能性が

あるので、入ってこないということになると、その程度でおさまる。そういう物すごく不公平な

状況を私たちは追認することになるという可能性をきちんと認識していただきたい。 

 それから、そのようなことをすると、導入に大きなブレーキがかかるということになるか、あ

るいは導入を促進するのだとすれば、50％抑制されても入れるぐらいに物すごい優遇をしなけれ

ば入れないという状況になるということだとすると、目標量を高く上げれば物すごい国民負担に

なり、国民負担というのを所与にすれば物すごく低い量しか入れられなくなるということを私た

ちは事実上追認してしまっているという結果になるということについてはちゃんと認識した上で、

どうすべきかということを考えるべきだと思います。しつこいようですが、私が言った解釈とい

うのは自然な解釈だとは確かに思わないけれども、やれることは全てやるべきなのではないかと

私は今でも思っています。それから、制度として、特定の年に集中するということになったら潰

れてしまうではないかというのに関しては、もしそのような解釈を所与とすれば、その後で、し

かし運用として年間最大でも60日までしか抑制しないというのを付加して考えるということはあ

り得ると思います。 

 それからもう一つは、早い年度に集中的に抑制して、これで資金不足に陥らせてつぶされるな

どということがもしあり得るとするならば、ある種の積み立てというのは可能だけれども、借り

入れというのはだめです、後の抑制分を前のほうに前倒しするということはできないけれども、
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前にやり残した分は繰り越せます、繰り越したのも含めて何日以内といった制度設計は可能だと

思います。やらなくてもそうなると思いますが、このような制度設計のもとで資金問題でという

のは、私は全く理解できません。資金の問題だとすると、毎年、年30日の抑制だとすれば、来年

入ってきたであろうお金がことしは少なくて来年が多いということだから、前倒しして入ってく

るというになる。それがどうして資金制約になるのかというのが私は全くわからないということ

で、私は、今まで出てきた議論というのは必ずしも納得はしていないのだけれども、支持はされ

ないということは十分わかりました。そのことを踏まえて、より強力なものが出てきたとしても、

今回はこれが無理だったということを踏まえて出てきたということはぜひご理解いただきたいと

思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 山内委員、お願いします。 

○山内委員 

 今、松村さんのおっしゃったことについては、若干、委員の皆さんよりも情報が多いので言い

やすいのですけれども、そう言われても、条文を読むと、なかなか30日を年当たりというのは難

しいというのが私の意見です。ただ、何人かの方がおっしゃっていましたけれども、松村さんの

意図もそうだと思うけれども、既存のものに対する何か抑制的な措置ができれば、それが一番い

い。効果的だということだと思うんです。その場合だけれども、基本的には、私は、既存の事業

者さんにはある意味での法で守られた財産権のようなものがあるわけだから、それは侵し得ない

と思うので、もしそうだとすると、どなたかおっしゃいましたけれども、既存の事業者もよくな

るし、抑制もできるというシステムしかないと思います。その意味では、先ほどからこれもあり

ましたけれども、時間単位への変更を、今ルールを決めて、これからの人はそういうルールにな

るのだけれども、今までの人もそれを使うと、もしかしたら有利になるかもしれないというやり

方はあるのかなと思います。その意味では、これは追加的な投資とか装置が必要になるというこ

とだから、それに対するインセンティブとか、それはあり得るのかなと思います。この件につい

ては以上です。 

 それから、指定電気事業者制度については、これも何名かの方がおっしゃいましたし、今、松

村さんも言ったけれども、モラルハザード的なものが起きてはいけないので、それに対する予防

措置、それから検証、そういったものが必要だと思います。もう時間がないので、細かいことは

言いませんけれども、以上です。 

 それから、調達価格の資料３のほうでは価格の決定時期、これはもともとこの制度をつくった
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ときは契約時期だったと記憶しています。それがその後のヒアリング等を経て申し込み時期に変

わったと理解しています。そのときから私はちょっと疑問を持っていたのですけれども、これだ

と要するにこの場合もモラルハザードが起きるわけで、その問題があるということだと思います。

それで、今こういう状況になってくると、申し込み時期で価格を決めても、それのエコノミック

バリューのようなものは非常に難しくなってきているので、逆に契約時期にしたほうが、さっき

の調達上の問題とか、あるいは社会的に見たこの事業に対する評価というものの確実性というの

は上がるわけで、そちらのほうがまずいいということは一つあります。一方で、運開時期という

のは、運開時期の価格が決まらないというのでは、恐らく通常のリズムとしての資金の提供につ

いてはかなり問題が生じると思いますので、やはりご提案のとおり、接続の契約時期でよいので

はないかと思います。 

 すみません、時間がないので、この辺で終わらせていただきます。 

○山地委員長 

 大澤委員の代理の笠原さん、お願いします。 

○大澤委員（代理：笠原） 

 ありがとうございます。大澤群馬県知事のかわりに出席させていただいております笠原ですが、

今回の議論に向けまして知事会として幾つか意見集約をさせていただきましたので、発言させて

いただきたいと思います。 

 １点目が、再エネの導入の拡大に向けての全体的な話になりますけれども、再生可能エネルギ

ー資源につきましては、ほかの委員さんからもご指摘がございましたように、地域特性がござい

ますことから、地域の状況を踏まえた導入促進が必要であり、今回のバイオマスの出力制御の問

題も含めまして、細やかに議論していただいておりまして、自治体関係者として大変感謝をいた

したいと思います。 

 この中で特に発電出力が比較的安定しております地熱・水力・バイオマス発電につきましては、

先駆的に地域の活性化を考えて、現に自治体等が着手しております事案につきましては、系統連

系制約を早期に解除していただき、風力などを含めて、導入までの手続を短縮するなどしていた

だき、積極的な導入の促進を図る制度としていただきたいと考えております。こうした電源につ

きましては、手続や開発に長時間を要しますことから、接続の問題だけではなく、買取価格につ

きましても、事業の計画から運転開始に至るまでの期間、要は事業の採算性の確保等への配慮を

考慮していただきまして、ＩＲＲの評価を改めて検証していただいた上で、利益配慮期間等、し

っかりした対応をお願いしたいと考えております。 

 ２点目、調達価格の決定時期についてでございますが、太陽光発電に係ります調達価格と実際
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のコスト構造のずれを解消いたしまして賦課金の過剰負担を適正化するためには、今日、説明が

ありましたように、事業者との接続契約締結時とすることが望ましいと考えております。また、

接続契約の申し込みから契約締結までの処理期間に関しますルールを定めることにも賛成でござ

います。なお、今回の見直しの対象は、設備コストが年々低下してコストの構造が変化しやすい

太陽光発電のみとしていただきまして、計画・開発に長期を要します地熱・水力・バイオマス・

風力発電につきましては、設備認定時期の前倒し措置を講じていただくことによりまして、工事

着手前に調達価格を決定するなど、接続契約によります系統連系を確実なものとしていただき、

円滑に事業が推進できるよう、ぜひご検討いただきたいと思っております。 

 ３点目、空押さえへの対応でございますが、空押さえにつきましては、事業熟度の高い後から

の事業者が接続枠を確保できないという問題が生じているだけではなく、系統連系制約の一因に

もなっておりますことから、系統制約問題を抱える地方自治体といたしましては、早期に解決を

図ることが重要と考えております。このため、今後、空押さえを発生させないために、接続枠確

保の時点を接続契約締結時点としますとともに、一定の期間を経ても事業を開始しない事業者に

対して契約を解除できるルールの見直しについては、積極的に考えていただきたいと思います。

また、現在、空押さえしていると認められる案件につきましても、具体的なルールを定めて、接

続枠を失効させることが必要だと考えております。さらに、これにより確保できました空き容量

を地域が有効に活用できますよう、空き容量情報等につきまして迅速に情報公開をしていただき

ますとともに、後続の事業者が円滑に参入できるような仕組みを構築していただけるよう、お願

いしたいと思います。 

 情報公開の関係につきましては、前回のこちらのほうでお願いしました方向で検討していただ

きまして、改めて感謝を申し上げたいと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 それでは、岩船委員、それから大橋委員といきたいと思います。 

○岩船委員 

 ありがとうございます。私は、３点申し上げたいと思います。 

 今回、系統ワーキンググループのほうにも参加させていただきました上で、松村先生のご提案

なんですが、今回の解釈の拡大というのが、例えば買取価格を下げるといった遡及適用ではない

ので、明らかに多分国民負担を減らすことにはつながらないのではないかと思います。あくまで

接続量をふやすことにしか効かないとすれば、ここであえて解釈拡大のリスクを冒す必要はない

ような気が私はします。 
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 確かに再エネの導入のスピードは落とすことになるとは思うんですけれども、現時点でどの程

度の導入のスピードが適切なのかということさえわかっていないので、正直言って、今のスピー

ドは速過ぎるだろうと私は思います。今回電力さんに試算していただいた受け入れ可能量という

のもかなりぎりぎりで、運用的にも厳しい状況まで追い込まれていると思いますので、ここであ

えて再エネ抑制のルールを変えて、既存のところまでふやして接続量を無理にふやすということ

は、それほど適切だとは思えません。今回計算していただく前提で、私は8,760時間の計算をし

てほしいというのを結構お願いしたのですが、ただ、震災後の需要というのは結構がらっと変わ

っていまして、そのデータは2013年しかないし、再エネの発電量というのもきちんと今の時点で

捕捉できていないというので、たった１年分では8,760時間の結果というのは判断の適切な材料

にならないのではないかといったことを事務局から言われました。なので、それしかデータがな

いんです。ですから、今後時間をかけて、来年も再来年も同じような計算をしていって、データ

を積み重ねるにつれて知見もふえると思いますし、当然、予測の精度も高まっていくと思います。

なので、時間をかけて広域連携とか、さらには需要の調整の機能なども含めて、実質的に再エネ

の接続可能量を増加させて、安定的な運用と両方できるようなところを狙っていくほうが望まし

いのではないかなと思います。 

 もう一つ言いたいのは、今回、本当に頑張って試算していただいたのですけれども、かなりの

スピードを電力さんにも要求したと思うのですが、このように課題が出てからシミュレーション

するというのはもういいかげんやめて、継続的にデータをきちんとシミュレーションするし、実

態も把握していくような体制をきちんとつくってほしい。それを本当に実感しました。ですので、

系統ワーキンググループのときもお願いしたのですけれども、今回試算したデータは、馬場先生

のおっしゃったように、確かにリスクはある部分はあると思うんですが、可能な範囲で需要、再

エネの発電量、火力等のオペレーションの状況といったものを公開していただければなと思いま

すし、今後もそれを公開していく体制をぜひつくっていただきたいなと思います。でないと、さ

っきの経済性の問題で、お金のほうももちろん公開していただきたいと思いますし、今は９社さ

んであるので、こうやってきちんと経産省さんのお願いを聞いていただけているかもしれないん

ですが、今後自由化に伴っていろいろなところが参入してくるわけです。なので、データ公開の

ルールを早くつくっておかないと、何も把握できないような状況になるおそれもあるなと思いま

す。ですので、データ公開のルールをきちんと早急に決定していただきたいというのも、一つお

願いしたいことです。 

 以上です。 

○山地委員長 
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 では、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員 

 ２点ありまして、１点目は実は今、岩船先生に言っていただいたと思うんですけれども、資料

２のタイトルは「バランスの取れた再生可能エネルギーの導入」と書いてあって、ただ、中の資

料を見ると、このバランスの意味というのは再エネ電源間のバランスであって、実は再エネの最

大限の導入を図るためにその適正な国民負担とのバランスをどう考えるのかというバランスがな

いんです。恐らくこれは、資料１でもう既にこういうことを検討され始めているので、実はもう

素材はあると思いますし、また先ほどどなたかの委員から太陽光のコストはランニングコストが

ゼロだという話があったのですが、それはもうこの資料１で明らかなように、基本的には機会費

用というか、太陽光が導入されることによって押し出される電源が一体どれだけのコストなのか

という観点で本来見るべきなので、そこはちょっと間違えないようにしていただきつつ、情報公

開も、実は発電の情報はそんなに日本では、どちらかというと以前より公開されなくなったとい

う方向だと思うんですが、自由化が始まってからは、その情報公開のあり方というのはもう少し

考えてもいいのかなと思いました。それが１点目です。 

 ２点目は、予見性の話なんですが、私は法律のことはよくわからないんですけれども、今回の

この予見性の話が、多分再エネ事業者の事業の予見性の話に非常に偏っているなという印象を持

ちました。実はこの裏側に予見性を損なわれている方がいて、それはもう今回資料１で出た火力

の発電事業者の事業の予測性というのは極めて毀損されているわけです。これは、もしかすると

火力はなくなるのではないかというぐらい毀損されているのではないかと思います。 

 もう１点は、消費者の将来のコスト負担に関する予見性、これも極めて損なわれているのでは

ないかと思います。実は、再生可能エネルギーの最大限の導入を図るためには、火力は必要です

し、あと国民の負担も必要なので、これらの方々の予見性を毀損して、逆にそれの上に再エネが

立つみたいな感じというのは、非常にバランスが悪い姿ではないかと思います。考えるべきは、

その３者の予見性をいかに確保していくのか。その上で全体を見ていくべきで、片方だけの主体

の予見性だけを議論するというのは、今後の再エネの導入を図る上では余りいい話ではないんだ

ろうなと思いました。 

 以上です。 

○山地委員長 

 それでは、オブザーバーの電事連の八代さん。 

○八代オブザーバー 

 ありがとうございます。電気事業連合会でございます。時間が押しておりますので、手短に３
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点、簡潔にお話ししたいと思います。 

 まず１点目でございますが、調達価格の決定時期でございますけれども、電力といたしまして

は、今回のご提案を支持させていただきたいと思います。一つは、国民負担の観点から調達価格

の適正化が図られるということと、それから発電事業者の方々の予見可能性もご配慮されている

ということでございます。また、私どもの事情で、例えば接続契約の申し込みから締結までの期

間が長引いた場合でも、接続契約の申込み時を起算点として９カ月間で満了する、その時点が調

達価格を決定するとされておりますので、電力としてはそこは評価させていただきたいと思って

おります。 

 関連しまして、こうした申請案件の処理にかかわる運用面の私どもの検討状況を若干ご紹介さ

せていただきたいと思います。現在、電力各社は、接続契約の申し込みに先立ちまして接続の事

前検討を終えていただくようにお願いしておりましたけれども、このたびの見直しを契機といた

しまして、接続契約の申し込みと事前検討の申し込みを極端に言えば同時に行えるような検討を

今進めているところでございます。これについての詳細は、確定し次第、電力各社のホームペー

ジでお知らせさせていただきたいと思っております。できれば、準備が整えば、来年４月を待た

ずに運用を開始したいとも考えております。 

 それから、２点目でございますが、各委員の皆様からいろいろご指摘をいただいておりました、

今回の系統ワーキンググループでお示ししました接続可能量の算定につきましてでございますが、

これは、私どもはあくまでも現行ルールに基づきまして、可能な限り再エネを導入するという観

点から、石炭火力を初めとした火力発電の抑制あるいは揚水発電の最大限の活用を行った上で計

算しているものでございます。今回の再エネのさらなる導入拡大について、今後またいろいろと

議論されていくことになると思いますけれども、買取価格に伴う賦課金増加の問題に加えまして、

発電全体のコストがどうなっていくのか、それから例えば出力調整を誰がどう負担していくのか

ということにつきましても、総合的な観点でご議論いただくことが必要だと思っております。電

力としては、可能な限り系統安定を目指しまして工夫はしてまいりますが、恐らく、先ほどイー

オンの話も出ましたけれども、いろいろな意味で厳しくなっていく状況もございますので、そう

した観点からぜひご議論、ご検討いただければと思っております。 

 最後、３点目でございますが、いろいろ出ておりました既存事業者の方への適用の問題でござ

いますけれども、電力からはなかなかこの件についてはコメントしにくいという立場ではござい

ますけれども、そもそも新エネルギーというのは、かつては、石油代替エネルギーの中で市場原

理ではなかなか導入促進ができないものを、特別な政策支援のもとに導入を図っていくエネルギ

ーと定義されておりまして、現在のＦＩＴはまさに国民お一人お一人の負担あるいは企業の皆さ
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んのご負担のもとに成り立っているという制度だと思っております。したがいまして、一般的な

商慣習に基づく不利益変更とか法的安定性は確かに大事だとは思いますが、それだけで律してい

いのかどうか、ここは非常に疑問に思っております。また、さらにこの出力抑制、出力制御とい

うのは、経済的なルールだけではなくて、私どもにとりましては、系統の利用ルールにもかかわ

る大きな問題でもございます。したがいまして、電力といたしましても、こうした既存事業者の

適用につきましては、場合によっては出力制度の裕度が高まるという観点もございますので、内

部で検討させていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。予定を30分以上超えているのですけれども、一通り、貴重なご意見

をいただきました。いろいろとコメントがあって、いいサゼッションもいただいたのですけれど

も、異論も多少ございますが、おおむね資料２・３に提案させていただいたことに関してはご同

意の方向の意見が多かったと思います。 

 質問もございましたので、ここで松山課長より少しお答えをいただきたいと思います。 

○松山新エネルギー対策課長 

 超過しており、申しわけありません。いただきました質問についてお答えしてまいりたいと思

います。 

 小野委員のほうから冒頭ございましたけれども、情報公開のときの設置者の代表者名のお話、

これは今ちょっと検討中でございまして、うちの情報公開専門の担当部署がございまして、そこ

と調整議論してございます。現行のルール下におきましてはなかなか難しい面も、プライバシー

の関係もございまして、一度また引き続き検討を進めていきたいと思っております。 

 またあわせて小野委員のほうから、これはむしろご意見としてだったかもしれませんけれども、

調達価格の算定において、いわゆる年度末駆け込みについてどのように対応していくかというお

話で、これはなかなか難しい面がございまして、国民負担抑制という観点で進めていけばいくほ

どこの下落率というのは大きくなりますので、今年度中にという期待値も高まってまいるかと思

います。一方で国民負担を抑制しなければいけない。こういう中で、あるべき姿を検討していき

たいと考えてございます。 

 あとは、いただきましたご質問で、佐藤委員のほうから適用時期をいつにするかというお話で、

非常に資料が分かりづらくて恐縮だったのでございますが、これは資料２と３で書き方がちょっ

と違っているものですから、お読みいただきにくいんですけれども、適用時期関係については資

料２の10ページのほうにまとめ書きさせていただいているところでございます。すなわち、施行
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された以降の接続に関しては、改正後のルールなわけでございますが、施行前に既に申し込みを

済まされている案件につきましては、事業者の方々の期待を保護するという観点から、現行ルー

ルを適用ということで、基本的に考えているわけなんでございますが、指定事業者になっている

場合、もういっぱいになっているというときに、そこから先の抑制、制御をどう考えるかと考え

ますと、そこについては、これはもうどういう条件で接続にご了解いただけるかという話になっ

てくるわけでございますので、新しいルールのもとでの接続を前提に接続の協議をということで

考えているところでございます。 

 あとご質問で、高村先生のほうから２つほど、遠隔制御システムの導入のスケジュールは義務

化との関係でどう考えているかということでご質問を頂戴したところでございますが、今ここに

資料として準備して書いております７ページのものは、これに対応した製品自体が今開発中なの

でございまして、これは工業会のほうと相談しながら一緒にやっているところなのでございます

が、大体半年から１年程度かかるかと、７ページの下に書いている製品開発期間というのがある

わけです。これに加えまして、中央制御するための通信プロトコルの標準化・統一化、どういう

形で運用するかということについて並行して議論を進めることで考えておりますので、１～２年

程度は、恐らくシステムの構築というのはお時間がかかるかと思ってございます。実際に主力の

制御というのがかかってくるタイミングには間に合わせないといけないお話でございますが、今

の導入ペースを考えたときに、これには間に合うように、しっかりした対応をしておき、それに

対応する設備導入というのを求めさせていただくということが、今考えているものでございます。 

 あと、高村先生からもう１点、指定電気事業者の電力会社の管区の中で事後的に受け入れ可能

量が変化した場合、変更した場合の取り扱いということでございますが、これはその時点におい

て改めて考えていく必要があるかと思います。しかしながら、基本的な考え方からしますと、30

日を超えてある一定ルールのもとでの接続を開始している契約については、それを引き続き契約

していただく。その後に新しい参入条件のもとでの接続協議が可能な状況になりましたら、その

段階において、需給の混みぐあい等を踏まえた上で、恐らくご相談ということになるのかなと思

っています。ですので、その点は今９ページの「出力制御ルールの見直し」のところの一番下の

「事後的な接続枠発生時の対応」というところで書かせていただきました、一番下の、その上で

の入札的な考え方での出力制御のルール、範囲ということを検討できないかと、ここはすみませ

ん、提案、提言にとどめてございまして、今後の委員会の中でまた改めて案をお示ししながらご

議論させていただければと考えてございます。 

 質問は以上だったかと思いますが、１点、松村先生からご指摘がありましたワーキングの中で、

指定事業者になった場合の制御の実績、これは実は今回のワーキングの中では具体的にお示しで
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きていなかったかと思います。今後、最大50％とありましたけれども、実際どれぐらいの量にな

ってくれば、どれぐらいの制御になってくるか。ある一定のところまでいけば、採算性は当然と

れなくなってまいりますし、系統の制御も不可能になってまいります。ですので、現実的な数字

がどういうものなのかということは、恐らく将来の出力制御の見通しということを示すという中

に当然ながら含んで考えてございまして、一方では、スペインで現在二十何％導入して無制限の

出力抑制をしているところで、現行の実績では２％程度ということを考えますとき、日本がそれ

ぞれの地域で、かつ連系線を使ったときにどれぐらいになるかというのは、これからしっかりと

試算していきたいと思ってございます。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 本日は重要な案件の審議でございまして、丁寧に説明もしていただきましたし、皆さんからも

非常に貴重なご意見を賜りました。とりあえずお答えできるところは、今、松山課長からお答え

いただきましたけれども、冒頭にもちょっと申し上げたように、資料２と３については、取りま

とめを早急に行う必要がございます。それに関しては、きょうの意見を踏まえて、事務局と私で

調整していきたいと思いますが、私に一任していただきたいのですが、よろしゅうございますで

しょうか。 

 恐縮ですが、毎回こういう最後のまとめのときにはこうなりますが、よろしくお願いしたいと

思います。 

 

３．閉会 

 

○山地委員長 

 では、大変ありがとうございました。 

 30分以上も超過してしまいました。きょうの会合は以上で終わりますけれども、次回小委員会

は、また別途事務局からお知らせするということでございます。 

 本日は、どうも長時間にわたりご議論、ありがとうございました。 

 

－了－ 

 


